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[ 研究要旨]  

本研究は、児童相談所における被虐待児童処遇の実態、特に専門職員の関わり及び関係機関との

ネットワークの形成に焦点を当てつつ、実態調査、事例調査、ヒアリング調査等を通じて明らかに

するとともに、効果的な援助のあり方について考察・提言することを目的とする 3 か年継続研究で

ある。 

2 年度目に当たる今年度は、平成 10 年度に実施した全国児童相談所を対象とする実態調査(所票

調査:厚生省と共同実施。)及び事例調査(個票調査)の詳細な分析を行うとともに、今年度に実施し

た被虐待児童事例に対する児童相談所の関わりに関する質問紙及びヒアリング調査結果の概要につ

いて報告し、児童相談所における被虐待児童への援助の実情や課題について詳細な把握を行った。3

研究の概要は、以下のとおりであった。 

 

[研究 1] 児童相談所における児童虐待への取り組みの実態 

本研究では、全国 174 の児童相談所を対象に、厚生省と共同で平成 10 年度に実施した「児童虐待

に対する児童相談所の取り組みの実態」に関する調査(所票調査。概要は厚生省から報告済み。)に

ついて、さらに詳細な分析を行った。 

その結果、通告義務等に関する広報啓発活動、迅速な立入調査に向けた事務手続きの改善、初期

介入における迅速な機関決定とチーム対応、夜間・休日における一時保護所での児童の受入れ等に

ついては、おおむね適切な対応がなされていると考えられる一方で、施設入所措置後における施設

からの報告聴取や施設への定期的訪問、他機関との定例的な会議の開催状況等については低調であ

ること、強制引き取り事例が少なくないこと、家庭引き取り後のフォローアップが不十分であるこ

となど、いくつかの課題を残していることも明らかとなった。 

また、自由記述においては、他機関との連携や地域におけるネットワーク構築の必要性を指摘す

る意見や、法的対応において申立てから決定までの期間の短縮化を求める意見、スタッフの充実等

児童相談所の体制強化を求める意見、児童相談所と司法機関における機能の分離や親権制限ケア受

講命令制度の導入等、抜本的な法整備を求める意見などが多く提起されており、運用、法制度の両

面において検討すべき課題の多いことが改めて示唆される結果であった。 



[研究 2] 児童相談所における被虐待児童処遇のあり方について～事例調査を通じて～ 

本研究では、平成 10 年度に報告した『児童相談所における被虐待児童に対する処遇実態調査(事

例調査)』のクロス分析及び検定等を行い、ケース処遇を困難にする要因や困難度、専門職員の関わ

り、関係機関・施設との連携、児童相談所内のチームワーク形成の特徴について明らかにすること

を目的とした。 

その結果、一時保護を行った児童虐待事例の 7 割以上が、一般的な他事例と比較して困難である

と認識されたが、一時保護経験を含む児童相談所との関わりが長期的に繰り返されている実態や、

保護者への援助の拒否、施設措置への同意取得の困難、施設への強引な引き取り要求、児童相談所・

施設に非協力的、保護者が虐待の事実を認めない等、保護者への対応の難しさがケース処遇を困難

にしている要因であることが示唆された。 

また・専門職員の関わり・関係機関・施設との連携、所内のチームワークの形成については、「保

護者への援助等に対する拒否」の有無が大きく影響していることが明らかになった。担当職員は、

「保護者への援助等に対する拒否があった」場合、多くはひとりで援助していくことに困難を感じ、

専門職員の関わり、関係機関・施設との連携、所内のチームワークの形成を求めていたことが示唆

された。 

これらの結果、被虐待児童事例は他の事例に比べて困難と認識されている割合が高く、それは主

として「保護者の拒否」によるところが大きいことがわかった。また、職員そのものも多くの援助

を必要としていることが示唆され、保護者の拒否に対応する制度的担保とともに、児童相談所内部

のチームワーク体制及び関係機関とのネットワーク体制の整備が必要と考えられた。 

 

[研究 3] 児童相談所における被虐待児童処遇のあり方について～処遇困難事例に関する質問紙及

びヒアリング調査を通じて～ 

本研究は・今年度実施した調査に基づく研究である。前年度の研究結果を踏まえ、対応に苦慮し

た虐待事例について事例研究を行い、児童相談所内の体制、関係機関とのネットワーク、担当者の

職務状況、特に時間的・心理的負担についてヒアリングを実施し、虐待事例におけるより詳細な連

携状況や処遇上職員が感じている点について分析を深め、現状と今後の課題を考察することを目的

とした。 

調査時期は平成 11 年 9 月～平成 12 年 2 月。質問紙は郵送法で行い、回収後ヒアリングを実施し

た。全国の児童相談所のうち、都道府県、中央とそれ以外、専門職採用、政令指定都市のバランス

を勘案し、20 か所を対象として選定し、平成 10 年度に受理した児童虐待事例のうち、当該年度中

に一時保護し、次の 4 つの条件を原則としてすべて満たす事例を各所 1 事例選定してもらい質問紙

とヒアリングを行った。①併設の保護所で一時保護を行った後、施設入所措置・里親委託に至った

事例。②保護者が児童相談所の援助に対して強い拒否感を示し、援助する上で大変困難であった事

例。③事例検討会や連携した対応を頻繁に行った事例。④児童の年齢(当時)は、小学校入学以前の

幼児であった事例。 

調査票は、事例の概要、関わりの時系列記述、事例の総括の 3 つに大きく分かれ、事例の総括の

主な内容は、関係機関とのネットワー久保護者への対応、所内の体制、担当者の負担感、虐待事例

対応における制度的課題であった。その結果、以下の点が確認された。 

(1)他機関とのネットワーク形成については機能的な面があり、成功すれば効果を発揮するが、一方

で・関係者間の処遇方針や事実認識の違いにより意思疎通が困難になったり、トラブルや過度のプ

レッシャーがかかる逆機能も発生しがちであり、多くは児童相談所が中心となって関係する最少限

の機関と連携をとりつつ援助を行っている実態であった。 

(2)保護者との関係においては、保護者が調査や面接に協力的でない場合、担当者の時間的・心理的

負担が大きいことが確認できた。 



(3)担当者をサポートする所内体制とスーパービジョンに関しては、所内で担当者をサポートする体

制や複数体制ができている事例がある一方、児童福祉司が中心となって相談員や心理判定員と連携

をとりつつ対応している場合がほとんどであり、特に担当の児童福祉司が事例を抱え込まざるを得

ない状況のなかで苦悩、葛藤を抱えている事例が多くみられた。 

(4)担当者は・いずれの事例でも・時間的・心理的負担を感じており、時間的負担感としては、人員

の絶対数の不足からくる担当ケースの多さに加え、関係機関との連絡調整に多くの時間を費やして

いる。また、原則は複数担当制であっても、実際には担当者のみがケースに対応している場合も多

く、事例によっては、所内での相談が、システム上存在しても活用できていない場合もあった。 

心理的負担感としては、保護者の同意取り付けや引き取り要求への対応の過程でストレスを受けて

いる状況であり、休日・夜間の対応も必要となる虐待事例の特性からも負担感が生じていることが

確認できた。 

(5)最後に制度面での課題として、保護者が調査・指導に任意で対応している状況では効力に欠ける

ことから、児童相談所の権限の法的整備や、児童相談所のみで対応するのは無理であるとして、保

護後の子どもと親へのケア機関の充実、家庭裁判所や警察をより積極的に有効活用ができる制度改

革を望む声が多く出された。 

 

以上のように、今年度は、昨年度に実施した全国の児童相談所に対する運営実態調査及び事例調

査(個票調査)の分析、処遇困難事例 20 事例に関する質問紙及びヒアリング調査の分析の 3 つの研究

を実施した。いずれの調査も、児童相談所及び個々の職員が、多くの困難と時間的・心理的負担を

背負いつつ・児童虐待事例に対して援助を行っている実情を浮かび上がらせている。また、困難や

負担を軽減するための制度面、運用面の両方に渡る改善事項も指摘されている。これらを含め、今

年度研究においては、児童相談所における児童虐待対応の実際と課題について多面的に浮かび上が

らせることができた。 

児童ソーシャルワーカーは、子の権利と親の権利という両側の谷の間の細い尾根道を縦走する登

山家にもたとえられる。それは、児童の福祉に携わる専門職であるソーシャルワーカーの宿命とも

いえるが・現状は・この尾根道は狭く、また、整備不良である。尾根道を拡充・整備し、登山家の

負担を軽減することが求められる。それが行政の責任である。とともに、登山家たるソーシャルワ

ーカーも、その技術を磨く努力を惜しんではならない。児童虐待に関する制度研究と臨床研究が必

要とされている。 

最終年度は、今年度調査について詳細な分析を進めるとともに、これらの 3 調査を統合し、先行

研究や他の研究成果も踏まえつつ、児童相談所における被虐待児童処遇のあり方について総合的考

察・提言を行うこととしている。 



[研究 1] 

児童相談所における児童虐待への

取り組みの実態 

 

A.研究目的 

 

平成 10 年度、厚生省と共同して「児童虐待

に対 

する児童相談所の取り組みの実態」に関する調

査 

を実施しその概要が厚生省から報告されたが、

本 

研究では、昨年度において未集計となっている

児 

童福祉主管課対象分及び児童相談所対象分の内

の 

自由記述部分について整理を行うとともに、昨

年 

度の調査結果についてさらに詳細な分析・考察

を 

加えることにより、児童相談所の取り組みの実

態 

をより明確にし、制度運用上の課題を整理にす

る 

ことを目的とした。 

 

B.研究方法 

 

昨年度、厚生省と共同実施した調査の概要は

以下のとおりであり、今年度は、その詳細な分

析を行った。 

1.都道府県・指定都市児童福祉主管課対象調査 

都道府県・指定都市の児童福祉主管課に対し、

通告義務等に関する広報・啓発活動の状況や立

入調査に係る事務手続き、夜間休日における一

時保護所への受け入相犬況、その他要望事項等

についてアンケート用紙を送付、回答を得た。 

2.児童相談所対象調査 

原則として平成9年度に厚生省報告例に「虐

待」として計上した事例の取り組み状況、擬携

やチーム体制の状況、死亡事例の概要、その他

要望事項等についてアンケート用紙を送付、回

答を得た。 

 

C.研究結果～調査結果の概要 

 

調査票の回収状況は、都道府県・指定都市,

児童福祉主管課59ヶ所、児童相談所174ヶ所で

あり、いずれも回収率は100%であった。調査結

果の概要及び考察は、以下のとおりである。 

 

1.児童福祉主管課対象調査 

(1)通告義務等に関する広報・啓発活動の状況 

広報・啓発活動を行っているところが 48 ヶ

所(81.4%)、行っていないところが11件(18.6%)

であった(表-1)。広報・啓発の具体的な内容で

は、手引きやハンドブックの作成(27ヶ所)が最

も多く、次いでリーフレットやパンフレットの

作成(23ヶ所)、都道府県広報誌への掲載(20ヶ

所)、市町村への広報依頼(7ヶ所)、ラジオ・テ

レビによる広報(7 ヶ所)、講演会やシンポジウ

ムの開催(7 ヶ所)等となっており、多様な広報

啓発活動が展開されているといえる(表-2)。 

 

(2)立入調査に係る事務手続き 

任用時に身分証明書を交付し平素携帯させ

ている都道府県・指定都市が実施予定を含め56

ヶ所(94.9%)、立入調査の指示権限を児童相談所

長に委任しているところが委任予定を含めて

53ヶ所(89.8%)であった(表-3、表-5)。「委任を

考えていない」と回答したところについても、3

ヶ所は既に事務決裁規程等により立入調査の指

示権限を児童相談所長の専決事項と定めており、

事実上は児童相談所長に委任されているに等し

く、これらを含めると56ヶ所(94.9%)の都道府

県で児童相談所長が立入調査の指示権限を有し

ていることになる。なお、残り3ヶ所は「委任

しなくても迅速な指示が可能」と回答していた

(表-4、表-6)。 

 

(3)夜間・休日における児童の一時保護所への受

け入れについて 

身柄付き通告と虐待ケースのみ夜間・休日に

受け入れるとした児童相談所が1ヵ所、これら

に限定せず必要なケースは全て受け入れるとし

た児童相談所が59ヶ所(98.3%)であった。いず

れにしろ、虐待ケースについては、全ての都道

府県・指定都市において児童を受け入れている

(表-7)という結果であった。 



 

2.児童相談所対象調査 

(1)相談の受付・処理状況 

受理件数が5,570件、処理件数が5,352件であ

り、218 件が年度末において未処理となってい

た。処理種別では、施設入所措置が 1,166 件

(21.8%)、里親委託が 32 件(0.6%)、面接指導

3,622 件(67.7%)(うち児童福祉司指導 272 件、

5.1%)、その他532件(9.9%)であった。全ケース

における平均処理比率は、施設入所措置が7.1%、

児童福祉司指導が1.1%であり、虐待ケースでは、

他のケースに比べ施設入所措置が約3倍、児童

福祉司指導も約5倍であった(表-8)。 

 

(2)通告・相談受理時の対応 

「臨時の受理会議」を開催しているところが

62ヶ所(35.6%)、「即日管理者に報告・相談させ

る」ところが、64ヶ所(36.8%)、「ケースにより

受理会議、ケースにより管理職」としていると

ころが 17 ヶ所(9.8%)であった。「その他」(20

ヶ所)と回答した児童相談所のうち、最も多かっ

たのは「必要に応じ会議を開催」(13ヶ所)、次

いで「必要に応じ随時管理職に相談」(2 ヶ所)

であった。「虐待対応班を設け、通告の受理後直

ちに虐待対応班で検討している」と回答した児

童相談所が1ヶ所あった(表-9)。 

 

(3)立入調査件数(平成9年度実施分) 

厚生省は、いわゆる第 434 号通知や第 13 号

通知等により、保護者の協力が得られない等必

要な場合は躊躇なく立入調査を行うよう指導し

ているが、平成9年度における立入調査件数は、

8児童相談所で16件であった(表-10)。 

 

(4)一時保護・一時保護委託の状況 

一時保護・一時保護委託件数は 1,647 件で、

うち1,386件(84.2%)が一時保護、261件(15.8%)

が一時保護委託であった。平成9年度における

受理ケース全体に占める一時保護・一時保護委

託の比率は平均5.4%であるのに対し、虐待ケー

スでは受理件数の 30.0%が一時保護・一時保護

委託となっていた(表-11)。 

 

(5)法第 28条、法第33条の 6及び保全処分の申

立て状況 

児童福祉法第 28 条に基づく申立てが 61 件、

法第33条の 6に基づく申立てが2件、保全処分

(親権者の職務執行停止及び職務代行者選任)の

申立てが12件であった。決定内容は、第28条

で認容、却下、係属中、取下げが、それぞれ37

件(60.7%)、1 件(1.6%)、7 件(11.5%)、16 件

(26.2%)、第 33条の 6で認容1件、却下1件、

保全処分で認容6件(50.0%)、取下げ6件であっ

た。申立てから結審までの所要平均期間は、第

28条では平均4.6ヶ月、保全処分では2ヶ月で

あった(表-12)。 

 

(6)施設入所後の対応 

①保護者への対応苦慮の状況 

強引な引き取り要求等、平成9年度において

保護者への対応に苦慮した児封目談所は 87 ヶ

所、件数は237件にのぼっている。対応に苦慮

したケースを持たない児童相談所が半数ある反

面、対応に苦慮したケースを抱えたところはそ

の多くが複数の対応困難ケースを抱えていた

(表-13)。 

 

②施設との連携 

(ア)施設在籍児童数(平成10年 11月 1日現在) 

平成 10年 11月 1日現在、施設在籍児童数は

67,609人、うち「虐待」を主たる理由として入

所した児童が4,399人で、全体の6.5%でありた。

本調査では、あくまで「虐待」を主たる理由と

して施設入所した児童数をカウントしており、

実際はこれよりも多くの被虐待児が入所してい

ると思われる。ちなみに、高橋らは、児童養護

施設入所児童に関する調査で、新規入所する児

童の約2割に相当する児童が入所措置後初めて

虐待を受けていたことが判明している旨の報告

を行っている(表-14)。 

 

(イ)施設との定期的な情報交換 

施設からの定期的な報告については138ヶ所、

79.4%の児童相談所が徴収していたが、年2回以

上徴収しているところは37ヶ所、21.3%にとど

まっていた。また、報告徴収を行っていないか

無回答のところも36ヶ所、20.6%みられた。ま

た、施設への定期的な訪問調査を実施している

児童相談所は130ヶ所、74,7%であった。訪問回

数は、年1回が89ヶ所、68.5%が最も多かった(表

-15、表-16、表-17、表-18)。 

また、施設からの定期的な報告徴収と施設へ

の定期的な訪問調査とのクロス集計では、厚生

省の指導どおり「定期的訪問及び年2回以上の

報告徴収」を行っていたのは32ヶ所(18.4%)に

とどまり、「年1回の定期的訪問、年 1回の報告



徴収」が53ヶ所(30.5%)と最も多かった。次い

で「定期的訪問をせず、年1回の報告徴収」が

16 ヶ所(9.2%)、「定期的訪問を行うが報告徴収

せず」が11ヶ所(6.3%)、「定期的訪問も報告徴

収も行っていない」が11ヶ所(6.3%)という状況

であった。一方、定期的訪問、報告徴収ともに

年 12 回以上行っているところも 3 ヶ所あった

(表-19)。 

 

(ウ)施設との必要に応じた連携 

事例検討会議において検討された児童数は

全体で11.174人、在籍児童数の16.5%となって

いるのに対し、被虐待児童については、1,376

人、全被虐待児童の 31.3%となりており、被虐

待児童の場合、他の児童に比し事例検討会議に

付される率が高くなっていた。また、児童相談

所が施設に対し技術的支援を行った児童数につ

いても、全体では15,134人(22.4%)であるのに

対し、被虐待児童は2,003人(45.6%)と多かった。

さらに、児童相談所の精神科医や心理職員が治

療・指導を行った児童も、全体では 4,247 人

(6.3%)であるのに対し、被虐待児童は 834 人

(19.0%)と約 3倍の高率となっていた(表-20)。 

 

(7)施設入所措置解除及び里親委託解除の状況 

平成 9 年度に施設入所措置された児童数は

1,166 人、同年度施設入所措置を解除された児

童数は710人であった。児童養護施設における

児童全体の新規入所件数、措置解除件数はそれ

ぞれ6,248人、6,129人(平成 9年度厚生省報告

例)となっており、入所、退所のバランスがほぼ

保たれているのに対し、被虐待児の場合、入所

より退所が少なくなっていた(表-21)。解除の理

由として親子関係の改善が 236 人{33.3%)と最

も多かったが、他は自立・就職99人(14.0%)、

措置変更137人(19.3%)、保護者を変えての引き

取り30人(4.2%)、虐待者との離婚・別居に伴う

家庭引き取り16人(2.3%)等、いずれも他施設へ

の措置変更か虐待者以外による引き取りとなっ

ていた(表-22)。 

なお、親の引き取り要求にやむなしとして家

庭引き取りさせる、いわゆる強制引き取りが

112人(15.7%)、児童が家庭復帰を強く希望した

ことによる措置解除が11人(1.5%)みられた。 

 

(8)解除後の指導状況 

解除後の指導では、フォローアップを行わな

かったとする回答が195件(27.3%)と最も多く、

次いで児童福祉司指導が 124 件 117.5%)であっ

た。また、児童福祉司指導と併せて児童委員や

保健センター、福祉事務所等地域の関係機関に

指導を委託・依頼した事例は67件(9.4%)にとど

まっていた(表-23)。 

 

(9)機関連携 

①他機関との定例的な会議の開催状況 

定例的な会議を開催している児童相談所が

91ヶ所(52.3%)、開催していないところが73ヶ

所(42.0%)であった(表-24)。 

 

②個別事例における機関連携 

個別事例における援助の各段階で児童相談

所が機関連携を図った機関で多いもの上位3つ

を調査したが、啓発活動では、福祉事務所、学

校、児童委員の順となっていた。相談・通告、

調査、指導では、いずれも学校、福祉事務所、

保育所・幼稚園の順であった。また、一時保護

では学校、福祉事務所、警察、施設入所時では

児童養護施設、福祉事務所、学校の順であった。

全体的に、学校や保育所・幼稚園など,児童に日

常的に接している機関及び福祉事務所との連携

が多かった。一時保護については警察との連携

も多かったが、これは身柄付き通告に伴う警察

による一時保翻弄までの移送によるものと思わ

れる(表-25)。 

 

③警察との連携 

児童や児童相談所の担当者等への加害に備

えるためには、警察との連携は極めて重要であ

り、厚生省も第434号通知や児童相談所運営指

針等でこの旨指導を行っている。平成9年度に

受理した事例で警察との連携を図ったのは 135

ヶ所、532件であり、児童相談所の77.6%、受理

した虐待相談の9.6%となっており、児童相談所

の多くが警察との連携を図っていた。連携の内

容で最も多かったのが通告に伴うものであり

(95ヶ所、全児童相談所の54.6%)、次いで立入

調査に向けた事前協議(45 ヶ所、25.9%)、家庭

引き取り後の見守り(41 ヶ所、23,6%)の順であ

った(表-26)。 

 

(10)チーム体制の有無 

状況により複数職員で対応している児童相

談所が 138 ヶ所 179.3%)と最も多かったが、18

ヶ所(10.3%)の児童相談所においてチーム体制

がとられていなかった(表-27)。 



 

3.「自由記述」結果の概要 

(1)立入調査 

被疑事実がなかった場合における免責規定

がないことや、調査拒否にあった場合の調査の

実効性の担保が不明確なことへの戸惑いに関す

る意見が多く出された(29件)。また、警察官等

による同行・立会等、警察の協力や弁護士、医

師等関係機関との連携に基づく立入調査が必要

とする意見が多く出されており(34件)、児童相

談所だけで立入調査を決断することや立入調査

権を行使することへの当惑感が強く窺えた。 

さらに、立入調査の実施と保護者への指導が

同機関で行われることの矛盾を指摘する意見も

多かった(11件)。また、マニュアルや事例集等

により立入調査権行使の半蜥基準を明確にすべ

きだという技術面での支援を求める意見も多か

った(14 件)。なお、法第 28 条申立ての前提と

しての立入調査だけではなく、事実関係の確認

のための調査にも拡大すべく明文化を求める意

見も6ヶ所から出されていた(表-28)。 

 

(2)法第 28条や法第33条の 6等の法的対応 

申立てから審判終結までの期間が長過ぎる

とする意見が非常に多かった(54件)。また、一

時保護委託が長期化することによる施設側の財

政負担を懸念する意見も多かった(11件)。さら

に、弁護士との連携が図れる体制整備を望む声

も多かった(30件)。また、これら法的対応を行

ったケースにおいては、保護者を指導・治療ベ

ースにのせるのが困難なことから、司法機関に

よるケア受講命令を望む意見も多かった(19

件)(表-29)。 

 

(3)警察との連携 

警察との連携が不可欠とする意見が 39 件、

立入調査への同行を望む意見が18件と、警察と

の連携を強く望む意見が多かったが、一方で、

警察と児相の虐待に関する認識の差(42 件)や

警察による対応のばらつき(6 件)を指摘する意

見も多かった(表-30)。 

 

(4)その他の機関連携 

「関係機関の円滑な連携を図るにはネット

ワークの構築が必要」とする意見が多かった(41

件)。 

しかし、現実には前述したように、ネットワー

ク構築の素地となる関係機関との定例的な会議

を開催している児童相談所は約半数にしか過ぎ

ない。 

また、通告や保護者へのケア等で保健所、医

療機関との連携の必要性を指摘する意見も多か

った(12件)。なお、保育所、学校は通告に消極

的という意見も9件みられるが、前述の警察と

の連携においても虐待の認識に関する警察と児

相聞の意識の差や警察間の対応のばらつきを指

摘する意見が多く、必ずしも機関連携がスムー

ズにいっているとはいえない現状が窺える。ま

た、機関連携は必要としながらも、プライバシ

ーの保護に懸念を表する意見が 9 件みられた

(表-31)。 

 

(4)その他の意見・要望 

スタッフの充実・強化といった児童相談所の

体制強化を求める意見(22件)、親権制限の強化

や強権機能と援助機能の分離、保護者の精神的

ケアのための受講命令など、法律の抜本的整備

を求める意見(24件)、関係機関や国民への啓発

の必要性を指摘する意見(12件)、研修会の開催

等国の技術的支援を求める意見(6 件)、施設の

体制強化を求める意見(8 件)などが多く出され

た(表-32)。 

 

D.考察 

児童相談所における虐待相談件数が急増す

るなか、児童相談所による適切な対応が喫緊の

課題となっている。このため、厚生省も、児童

福祉法改正をはじめ、適切な法運用に向けた通

知の発出、児童相談所運営指針の大幅改定、子

ども虐待対応の手引きの作成等を通じて、児童

相談所の取り組み強化に向けた施策の充実を図

っている。今回の調査は、これらの施策が都道

府県・指定都市の児童福祉主管課及び児童相談

所の取り組みにどのように反映されているかそ

の実態を把握することにより、今後の施策のあ

り方検討に資することを目的に実施したもので

ある。その結果、次のような事柄が明らかとな

った。 

 

1.虐待問題に関する広報・啓発活動 

児童虐待への対応では早期発見・早期対応が

肝要であり、そのためには国民の虐待問題への

正しい理解と通告義務の周知が不可欠である。

このため、厚生省では平成10年 3月、通知(「児

童虐待に関し緊急に対応すべき事項について」

平成10年3月 31日付児企第 13号厚生省児童家



庭局企画課長通知。以下「13号通知」という。)

を発出し、都道府県は国民の通告義務について

自ら広報・啓発に努めるとともに、より住民に

身近な市町村においてもあらゆる媒体を通じて

周知を図るよう指導及び協力依頼するよう求め

ている。 

今回の調査では、約8割の都道府県で手引き

やハンドブックの作成、リーフレットやパンフ

レットの作成、都道府県広報誌への掲載など、

多様な広報・啓発活動が展開されていることが

判明したが、厚生省が指導している市町村への

広報依頼は7ヶ所にとどまっていた。また、自

ら広報・啓発を行っていない都道府県が約2割

もあった。平成11年度、厚生省では住民啓発用

のビデオ及びパンフレットを作成したが、これ

らの積極的活用も含めて一層の広報・啓発活動

が望まれる。 

 

2.組織的対応 

(1)通告受理時の対応 

通告受理時においては、迅速な対応に加えて、

緊急介入の要否半1断や対応方針の決定等につ

いて客観性がより強く求められることから、厚

生省では 13 号通知や児童相談所運営指針等を

通じて、通告受理した場合における即日の受理

会議の開催や管理者への報告・相談等、今後の

対応方針に関する即日の機関決定を行うよう求

めている。 

今回の調査では、臨時の受理会議の開催」、

「管理者への即日の報告・相談」、「ケースによ

り受理会議、ケースにより管理者への報告・相

談」等、その対応は多様であるが、概ね対応方

針に関する組織的決定がなされていることがわ

かった。なお、「その他」と回答した20ヶ所の

児封目談所のうち15ヶ所が「必要に応じ会議を

開催するか管理職に報告させている」旨の回答

を行っているが、会議に諮ったり管理職に報告

すべきかどうかは担当者の恣意的な判断に委ね

られていると考えられ・すべての虐待事例につ

いて組織的決定がなされるよう改善する必要が

あるものと思われる。 

 

(2)チーム体制 

虐待事例への介入に当たっては、リスク度の

判定や緊急保護の要否判断等においてより高度

な客観性が求められること、職員に対する保護

者の加害等の危険性があること等から、複数職

員によるチーム体制による対応が不可欠であり、

厚生省では 13 号通知や児童相談所運営指針等

においてこの旨の対応を求めている。今回の調

査では、一部の児童相談所を除き、概ねチーム

による対応がなされていることがわかった。 

 

3.立入調査 

平成9年度、8児童相談所において16件の立

入調査が行われている。迅速な立入調査に向け、

厚生省は434号通知(「児童虐待等に関する児童

福祉法の適切な運用について」平成9年 6月 20

日付児家434号厚生省児童家庭局長通知。以下

「434号通知」という。)を発出し、迅速な立入

調査に向け、立入調査時に携行する吏員の身分

証明書の平素携帯及び立入調査の指示権限の児

童相談所長への委任を指導している。今回の調

査においては、いずれも概ね実行されているこ

とが明らかとなった。なお、厚生省では、434

号通知及び13号通知等により、児童の福祉を最

優先して必要な場合における立入調査の積極的

実施を図るよう求めているが、今回の調査の自

由記述では、①被疑事実がなかった場合におけ

る免責規定がないこと、②調査拒否にあった場

合の調査の実効性の担保が不明確なこと、③警

察や弁護士、医療機関との連携が不十分な中で

児童相談所だけで立入調査を決断・実行せざる

を得ないこと、④立入調査の実施と保護者への

指導が同一機関で行われることに矛盾があるこ

と、⑤立入調査権行使の判断基準が不明確であ

ること等、立入調査に対する当惑感が強く表明

されており、運用、制度の両面において検討す

べき課題の多いことが示唆された。 

厚生省が平成 11 年 3 月に作成した「子ども

虐待対応の手引き」では、立入調査の要否判断

の基準や立入調査の留意事項等について詳しく

説明しており、今後本手引きの積極的活用によ

り運用面での改善が期待される。 

なお、法第 28 条の申立てを前提とした立入

調査だけではなく、事実関係の確認のための調

査にも拡大すべく明文化を求める意見も6ヶ所

から出されている。厚生省は434号通知で、立

入調査は必ずしも法第 28 条の承認の申立てを

行った場合だけではなく、虐待の事実の蓋然性、

児童保護の緊急性、保護者の協力の程度などを

総合的に勘案し、第28条の申立ての必要性を判

断するための調査についても可能だとする弾力

的解釈を示したが、運用解釈のみならず法律上

の明文化についても検討が必要と思われる。 

 



4.一時保護、一時保護委託 

受理件数に占める一時保護・一時保護委託の

比率は、虐待事例の場合、他の事例に比べ約 6

倍も高く、虐待事例における問題の緊急性、深

刻さを伺わせる結果となっている。なお、夜間・

休日における被虐待児童の一時保護所への受け

入れについては、すべての都道府県で受け入れ

が可能であった。 

 

5.法第 28条、法第33条の 6の申立て 

法第28条の申立てが急増しているのに対し、

法第33条の 6の申立ては依然少ない。今回の調

査で初めて保全処分申立て件数が明らかになっ

たが、その状況は12件であった。同申立ては、

本来第33条の6の申立てを本案とするものであ

るはずであり、本調査において本案が保全処分

申立てより少ない理由は不明である。434 号通

知では第 28 条を本案とした事件で保全処分が

認容された判例を参考として掲げており、これ

を踏まえて第 28 条を本案とした保全処分が増

えたとも考えられるが、今後は、保全処分申立

ての前提となる本案の内訳についても調査する

必要があるものと思われる。 

本申立て制度に関する自由記述では、申立て

から審判終結までの期間が長過ぎるとする意見

が非常に多く出されており、また、弁護士との

連携が図れる体制整備を望む意見や司法機関に

よるケア受講命令を望む意視も多かった。 

厚生省は 13 号通知で、審判が長期化する場

合は児童養護施設への、言について積極的に検

討するよう述べているが、一時保護委託が長期

化することによる施設側の財政負担を懸念する

意見も多かりた。厚生省は親儲の強引な引き取

り要求があった場合には、一時保護又は一時保

護委託に切り換えるとともに、第28条の申立て

を行うよう 13 号通知や児童相談所運営指針等

で指導を行っていることも考慮すると、今後ま

すます長期の一時保護委託事例が増加するもの

と思われる。 

特に、入学支度金や教材費等教育関係諸経費

は現行の委託単価に積算されておらず、早急に

対応策を検討する必要があるものと思われる。 

 

6.処遇 

虐待事例では、他の事例に比べ施設入所措置

が約3倍、児童福祉司指導が約5倍も多くなり

ており、虐待事例における問題の深刻さと多く

の労力が割かれていることをあらためて窺わせ

る結果となっている。 

 

7.施設入所措置後の対応 

(1)対応苦慮の状況 

約半数の児童相談所が、強引な引き取り要求

等保護者への対応に苦慮している。しかも、対

応に苦慮した事例を抱えたところは、その多く

が複数の対応困難事例を抱えていた。一方、対

応に苦慮した事例を持たない児童相談所も半数

ある。このような児童相談所間格差の背景には、

児童相談所側の姿勢の違いもあるのではなかろ

うか。つまり、児童の福祉を最優先して取り組

んだ結果、親との対立構造が不可避であった児

童相談所がある一方で、親の主張に妥協してし

まっている児童相談所もあるのではないか。さ

らに、親との信頼関係の構築に向け粘り強いソ

ーシャルワークを展開した児童相談所がある一

方で、そのような努力が不足しているところも

あるのではなかろうか。いずれにしろ、さらな

る実態の把握と児童相談所間格差是正に向けた

指導が必要と思われる。 

 

(2)施設との連携の状況 

児童相談所運営指針では、措置した児童の経

過を把握するため、児童福祉施設等から児童の

養育状況に関する報告を年2回程度徴し、また

定期的に訪問したり、合同で会議を行う等相互

の連携を十分図ることとされている。 

これに対し、報告を年2回以上徴し、定期的

に施設を訪問している児童相談所は 32 ヶ所

(18.4%)にとどまるとともに、いずれも全く実施

していないところが 11 ヶ所(6.3%)みられるな

ど、措置した児童の把握が十分行われていると

は言い難い現状が浮かび上がってきた。今後、

その原因等について詳細な調査が必要と思われ

る。 

また、事例検討会議における検討、児童相談

所による施設への技術的支援、児童相談所の精

神科医や心理職員による治療・指導等、擢計目

談所と搬が連携を行った事例の比率は、被虐待

児童の場合、いずれも他の児童に比し数倍も多

くなっており、必要に応じて児童相談所が施設

と連携を図るべく努力していることがわかった。 

 

8.措置解除および措置解除後のフォローアップ 

他の事例では、年間の新規施設入所措置件数

と措置解除件数がほぼ同数であるのに対し、虐

待の措置解除件数は新規入所措置件数の約6割



にとどまっており、施設入所期間の長期化を示

唆する結果となっている。児童処遇の困難さを

物語っているといえよう。 

措置解除の理由は、親子関係の改善が約3割

で最も多くなっていものの、他は自立・就職、

措置変更、保護者を変えての引き取り、虐待者

との離婚・別居に伴う家庭引き取り等、いずれ

も他施設への措置変更か虐待者以外による引き

取りであり、虐待者との親子関係の再構築の困

難さを物語っている。 

なお、親の引き取り要求にやむなしとして家

庭引き取りさせる、いわゆる強制引き取りも

15%にのぼっている。これらは、措置解除の合理

的理由なしにやむなく解除したものであるが、

高橋らは、強制引き取りにより家庭復帰した殆

ど全ての児童が施設入所前と同程度もしくは重

度の虐待を受け、3 分の 1 が施設への再入所を

余儀なくされていると報告しており、これら家

庭復帰後のリスクを考慮すると、強制引き取り

を避けるべきことは言うまでもない。もとより、

法第 28 条の承認に基づき入所措置をとった事

例については引き取りを拒否できることを厚生

省は434号通知により明らかにしているが、親

権者の同意による入所措置であっても引き取り

が不適当と判断される場合であって、親権者が

強引に引き取りを主張する場合は、都道府県児

童福祉審議会の意見を聴取するとともに、一時

保護又は一時保護委託に切り換え、速やかに法

第28条の申立てを行うよう「児童虐待対応の手

引き」では述べており、今後この旨の徹底を図

ることが必要である。 

庄司らは乳児院の退所児童についてその後

の死亡事例を把握し、これらを踏まえ退所後 1

年が特にハイリスクな時期であることを指摘し

ている。乳児院のみならず、いずれの施設であ

っても家庭引き取り後の一定期間は不安定な時

期であることに変わりはなく、一定期間のフォ

ローアップが必要なことは論を侯たない。 

しかし、現実には、解除後フォローアップを

行わなかったとする回答が 195 件(27.3%)と最

も多くなっている。措置解除したすべての事例

が虐待親の元に帰っているわけではないが、た

とえ他の施設への措置変更であっても、児童に

とっては環境が激変し、精神的にも不安定にな

りがちなことから、フォローアップは必要と考

えられる。 

また、家庭引き取りのケースについては、と

りわけインテンシブなフォローアップが求めら

れるが、これを児童相談所だけで行うには限界

があること、加えて機関連携に基づく多面的・

総合的な支援が必要なこと等から、児童福祉司

指導と併せて,児童委員や保健センター、福祉事

務所等地域の関係機関に指導を委託・依頼する

ことが妥当と考えられる。しかし、児童福祉司

指導と並行した他機関への指導の委託・依頼し

た事例は約1割にとどまっており、フォローア

ップにおける機関連携の必要性について一層の

周知が必要と考えられる。 

 

9.機関連携と地域ネットワーク 

個別事例における具体的な連携や役割分担

については、実務者レベルによる随時の処遇検

討会議(ネットワーク会議)において決定される

ことになるが、これら機関連携を効果的かつ円

滑に行うためには、関係機関による定例的な会

議を開催し、各機関間で児童虐待問題に関する

認識の共有化を図り、地域に根ざした対応策を

協議するとともに、各機関の機能や限界等につ

いて相互に理解し合い、信頼関係を樹立するこ

とが重要である。また、虐待の早期発見・早期

対応を図るためにも定例的な情報交換の場が必

要となる。 

機関連携に関する自由記述では、虐待に関す

る各機関間の認識のズレが機関連携の大きな障

壁となっているとし、関係機関の円滑な連携を

図る上でネットワークの構築が必要とする意見

が多く出されていた。しかし、現実には、ネッ

トワーク構築の素地となる関係機関との定例的

な会議を開催している児童相談所は約半数でし

かなく、その原因の把握と効果的な対策が検討

課題となろう。また、今後は各事例の必要性に

応じた随時の処遇検討会議(ネットワーク・セッ

ション)の開催状況等についても把握する必要

があるものと思われる。 

 

10.その他の課題 

その他自由記述では、虐待事例に適切に対応で

きるための条件として、児童相談所や施設の体

制強化が必要とする意見が多く出されており、

現状 





の児童相談所や施設では限界に来ていることを示

唆する結果となっている。法制度のあり方と併せ

て、児童相談所や施設の体制のあり方についても

検討していく必要があろう。 
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[研究 2] 

児童相談所における被虐待児童

処遇のあり方について～事例調

査を通じて～(Ⅱ) 

 

A.研究目的 

 

児童相談所が対応した被虐待児童に関する相

談・通告実件数は、平成2年度の1,101件から平

成10年度には6,932件と8年間で6.3倍に激増し

ている。児童相談所はその対応に相談・通告実件

数以上に多くの時間とエネルギーを費やしている

ことが指摘されている。これに対応し、行政施策

としても、この間、児童虐待ケースマネジメント

モデル事業(平成8年度)、「子ども虐待防止の手引

き」の作成(平成8年度)、児童虐待に関する児童

福祉法の運用改善通知の発出(平成9年度)、児童

福祉法改正による児童劇寺等処理困難事例への対

応の強化(平成10年度から)、「子ども虐待対応の

手引き」の作成(平成10年度)、児童虐待問題地域

住民啓発ビデオ・パンフレットの作成、家庭支援

体制緊急整備促進事業(平成 11 年度)などの対応

が行われており、児童相談所における被虐待事例

に対する対応の強化が求められている現状にある。 

しかしながら、児童虐待事例の中心的機関とな

るべき児童相談所における児童虐待への対応の現

状把握は十分ではなく、特に所内における各種専

門職員のチームワーク体制及び警察や家庭裁判所、

保健・医療機関等とのネットワーク体制の実情及

びその課題の把握はこれまで十分になされていな

い。このため、地域や関係機関からは児童相談所

の対応に不満が多く、また児童福祉の各般の問題

に対応する行政機関である児童相談所としても、

児童虐待のみに多大の時間とエネルギーを割くこ

とが困難なため、児童虐待ネットワークの形成が

なかなか進展しない現状にある。 

そこで、児童相談所が対応した児童虐待事例に

ついて、相談・通告から処遇終結までの専門職の

関わり、関係機関との連携の有り様を中心に分析

し、児童虐待への児童相談所の関わりの実態につ

いて明らかにし、その問題点を改善することによ

り、児童虐待への効果的な処遇システム、ネット

ワーク・システムを構築するための基礎資料を得

ることを目的として調査研究を実施することとし

た。 

今年度は、昨年度報告に、被虐待児童の処遇を

困難にする要因や困難度、専門職員の関わり、関

係機関・施設との連携、児童相談所内のチームワ

ーク体制の特徴についてクロス分析を通じて明ら

かにされた結果をカ噂し、研究報告書としての完

成版を作成した。 

 

B.研究方法 

 

調査の概要は以下のとおりである。 

1.調査対象 

全国 174 ヶ所(調査日現在)の児童相談所(以下

「児相」とする。)を対象に、平成9年度に受理し

た児童虐待事例(『養護相談』の中の『虐待』に分

類された事例)5,352件のうち、当該年度中に一時

保護(委託一時保護のみの事例を除く)を行った事

例すべてを対象に行った。なお、当該年度中に 2

回以上時保護を行った場合には、調査時点から最

も近い一時保護について回答してもらった。 

調査対象事例を一時保護事例に限定したのは、

当該事例には処遇困難事例が含まれ、他職種及び

多くの関係機関の関わりがみられると想定したた

めである。 

 

2.調査方法 

平成10年10月～11月にかけて質問紙による郵

送調査を行った。調査内容は、事例の概要、一時

保護前の専門職、関係機関の関わりの状況、一時

保護中の専門職関係機関の関わりの状況、一時保

護解除後の状況および専門職、関係機関の関わり

の状況、当該事例に対する所内のチーム体制、当

該事例の困難度等であった(調査票及び記入要領

等については前年度報告書参照)。 

 

C.研究結果～調査結果の概要 

 

調査票の回収児相数は168ヶ所で回収率96.6%、

回収調査票は1,331票、うち有効回答は1,245票

で有効回答率は 93.5%であり、郵送法による調査

としては回収率が極めて高かった。また、厚生省

児童家庭局と共同で実施した「児童相談所におけ



る児童虐待に対する取り組みの実態に関する調

査」によると、平成9年度に全国174の児童相談

所で受けた通告・相談処理件数5,570件のうち約

4 分の1にあたる 1,386 件で一時保護を行ってお

り、本調査の回収数 1,331 票はその 96.0%に相当

することから、平成9年度に一時保護を行った事

例の概要が本調査で把握できたと言えるだろう。 

なお、今年度は継続研究の2年目であり、昨年

度報告した単純集計結果を踏まえて、クロス分析

及び検定等を行い、ケース処遇を困難にする要因

や困難度、専門職員の関わり、関係機関・施設と

の連携、児相内のチームワーク体制の特徴につい

て、特に明らかにしている。 

 

1.事例の概要 

(1)事例の種別 

児童が受けた主たる虐待の種別は、「身体的虐

待」が 45.0%、「不適切な保護・拒否」が 41.8%で、

「性的虐待」「心理的虐待」はどちらも 6.6%とな

っている。また虐待が重複する場合の複数回答を

みると、「不適切な保護・拒否」が最も多く59.5%、

ついで「身体的虐待」が55.0%になっている(表1)。

この数値は厚生省報告例の結果とはやや異なるが、

本調査ではその対象を一時保護をした事例に限定

したことによるものと考えられる。 

虐待の種別を性別でみると、男児は女児に比べ

て「身体的虐待」や「不適切な保護・拒否」が多

く、女児は男児に比べて「性的虐待」や「心理的

虐待」が多いことがわかる(表 1-1)。また、年齢

別でみると、「身体的虐待」は 3～5歳が 22.0%、6

～8歳が 21.3%、9～11歳が 20.9%、「不適切な保護・

拒否」では9～11歳が 22.3%、3～5歳が 21.9%、6

～8歳が 21.2%となっており、「身体的虐待」、「不

適切な保護・拒否」のどちらも幼児から小学生に

かけての比較的年齢の低い層に多い。一方、「性的

虐待」は12～14 歳が最も多く全体の50%を占め、

次いで15歳以上が32.9%となっている。「心理的

虐待」は 12～14歳が最も多く26.8%、次いで6～8

歳で 19.5%、9～11歳が 18.3%となっており、「性

的虐待」や「心理的虐待」は比較的年齢の高い層

に多いことがわかる(表1-2)。なお、児童年齢中、

0～2歳児が一定数含まれている点は、今回の調査

において対象外とされた「一時保護委託」がなさ

れた事例が混在していることを示唆している。 

 

(2)同居の家族構成 

同居の家族構成では、父親は「実父」と同居し

ている場合が最も多く 44.3%、一方で「父なし」

の場合も 37.5%と多い。母親は「実母」が 75.6%

と圧倒的に多く、「母なし」は17.4%であった。 

その他の同居家族では、「実のきょうだい」が

61.3%と最も多く,「異父異母きょうだい」は21.9%

である(表 2)。 

家族形態でみると「ひとり親(母)」が最も多く

34.5%、次いで「両親とも実親」が 25.1%、「父母

のいずれかが実親」が22.3%となっている(表3)。

この数値は、一般に指摘されるように、ひとり親

世帯の全世帯に占める割合から勘案すると高いも

のとなっている。 

また、家族の人数は「3人」が26.3%で最も多く、

「4人」が25.5%で続いている(表 4)。 

 

(3)児童の通学・通園先 

児童の通学・通園先は「小学校」がもっとも多

く41.3%、次いで「中学校」が21.3%、「保育園」

15.2%となっている(表 5)。その他(108名)の記述

のなかでは、本来ならば幼稚園か保育園に通園し

ているはずの3～5歳の児童の 56人が「未就学」

であったり、小学校に通う6～11歳の児童のうち

12名が「不登校」や「自宅軟禁」等で学校に通学

していない状態であった。また、15歳以上で「高

校中退」や「無職」等の理由で通学も就職もして

いない児童も15名存在している。 

 

2.一時保護前の状況について 

(1)一時保護前の児相との関わり 

一時保護前の児相との関わりについては、「関わ

りがあった」と答えたのは 857 ケースで全体の

68.8%を占め、「関わりがなかった」と答えたのは

388ケースで、31.2%であった(表6)。一時保護前

の児相との関わりについて、保護者の対応別に有

意差のみられた項目を挙げてみると、「保護者への

援助に対して拒否があった」場合に「一時保護前

に関わりがあった」割合が高く、「保護者への援助

に対して拒否がなかった」場合に「一時保護前に

関わりがなかった」割合が高かった(表 6-2)。こ



れは、一時保護前に児相との関わりがあり、「保護

者への援助に対して拒否がない」場合には、一時

保護にうまく結びつけられる可能性が高いが、一

時保護前に関わりがなかった場合は、保護者への

援助も行われることなく(「保護者への援助に対す

る拒否」もなく)、緊急に一時保護が行われた可能

性が高いことが示唆された。 

一方で、「施設措置に保護者の同意が得られた

か」や「保護者は虐待の事実を認めたか」という

項目については有意差がみられなかった(表 6-1、

表 6-3)。また、一般的な他事例と比較した場合の

困難度別に有意差をみると、「大変困難」、「やや困

難」な場合に「一時保護前に関わりがあった」割

合が高く、「他のケースと同様」、「楽だった」場合

に「一時保護前に関わりがあった」割合が低かっ

た(表 6-4)。 

「関わりがあった」と答えた857ケースのうち、

初回の通告相談日から直近の一時保護までの期間

をみると、「1ヶ月～3ヶ月」が最も多く 24.0%、

次いで「3日～14日」が11.8%、「1年以上」が11.3%

と続いている(表7)。また、約 17%が初回の通告よ

り2年以上の関わりを持っていることが明らかに

なった。 

初回の通告先に関しては、「教育機関」が最も多

く22.3%、次いで「福祉事務所」が18.9%、「警察」

10.9%の順になっている。その他、「同 

居の家族」、「同居不明の家族」、「地域住 

民」、「非同居の親族」なども比較的多く挙げら 

れている(表 8)。 

初回通告を受けてからの児相の対応としては、

「本人・家族の来所、電話、訪問による相談指導」

が48.4%と約半数を占め、「見守り、関係機関・施

設との連絡調整等」が25.8%、「通告直後に一時保

護」を行った割合は24.4%である(表 9)。 

ここで留意すべき点として、前述の初回の通告

相談日から直近の一時保護までの期間と、「通告直

後に一時保護」を行った件数を比較した場合、「通

告直後に一時保護」を行ったとしているのが 210

ケースもあるのに対して、初回の通告相談日から

直近の一時保護までの期間を 0～2 日としたのは

48 ケースに過ぎなかったという点が挙げられる。

この初回の通告相談日から直近の一時保護までの

期間が0～2日であるのは、その多くが身柄付き通

告に近い事例と考えられる。この期間と、「通告直

後に一時保護」という児相の対応の数の差を考え

ると、調査票記入段階で、初回の通告相談日と一

時保護に関わる通告とが十分区分されなかったた

めの結果であると考えることができる。 

次に、初回通告を受けてからの児相の対応とし

て多かった「本人・家族の来所、電話、訪問によ

る相談指導」の回数をみると、「来所」は「1回」

が 27.5%で最も多く、平均値は 0 回を除くと 4.1

回で、最高値は45回である。「電話」は「5～9回」

が 19.8%で最も多く、平均値は 0 回を除くと 9.6

回、最高値は100回である。「訪問」は「1回」が

19.5%で最も多く、平均値は0回を除くと5.4回で、

最高値は50回という結果になっている(表10)。 

 

(2)直近の一時保護までの状況 

直近の一時保護までの一時保護の有無について

は、「ある」が 32.9%、「ない」が 65.6%となってい

る(表 11)。一時保護をしたことが「ある」場合の

回数は、「1回」が63.5%と最も多く、平均値は1.8

回で、一時保護をした回数の最高値は30回である

(表12)。また、一時保護の期間の平均日数は19.5

日、最高値は171日である(表 13)。 

一方、直近の一時保護までの施設措置の有無に

ついては、「ある」が 17.2%、「ない」が 70.4%とな

っている。施設措置をしたことが「ある」場合の

施設種別は、「児童養護施設」が 76.9%で圧倒的に

多く、次いで「乳児院」が 15.6%となっている(表

14)。その他の記述では、「里親委託」、「情緒障害

児短期治療施設」がそれぞれ6ケース、4.1%とな

っている。 

以上を、一時保護までの対応の状況とあわせて

考えると、調査時点で約3 分の 1、また今後の対

応の可能性を含めるとさらに多くの事例で、相当

程度の関わりの繰り返し及び長期的な関わりがな

されていることが指摘できる。 

 

(3)一時保護前の関係機関・施設との連絡・調整・

会議の有無 

一時保護前の関係機関・施設との連絡・調整・

会議の有無については、「ある」が 86.9%、「ない」

が12.1%で、多くの場合何らかの形で他機関 

・施設と連携していることがわかった(表15)。 



一時保護前の関係機関・施設との連絡・調整・

会議の有無について、有意差がみられた項目を挙

げてみると、「保護者への援助に対して拒否があっ

た」場合に「関係機関・施設との連絡・調整・会

議が行われた」割合が高く、「保護者への援助に対

して拒否がなかった」場合に「関係機関・施設と

の連絡・調整・会議が行われた」割合が低いとい

う結果であった(表 15-2)。一方で、「施設措置に

保護者の同意が得られたか」や「保護者が虐待の

事実を認めたか」という項目については有意差が

みられなかった(表15-1、表 15-3)。また、事例の

困難度別に有意差をみると、「大変困難」、「やや困

難」、「他のケースと同様」の場合に「関係機関・

施設との連絡・調整・会議が行われた」割合が高

く、｛他のケースに比べて楽だった」場合に「関係

機関・施設との連絡・調整・会議が行われた」割

合が低かった(表 15-4)。 

関係機関・施設との連絡・調整・会議が「ある」

と答えた場合の連携先については、「学校」が

61.9%、「福祉事務所(家児相)」が54.9%、「警察」

が30.1%の順であった(表16)。その他の記述では、

「他の児相」が 20ケース、「福祉事務所」でも「家

児相」ではなく、「生保担当ケースワーカー」が

15ケース、「民生委員」が 11ケースなどとなって

いる。また連携する際の中核機関・施設について

は、「無記入」が 66.2%で最も多く、これを選択肢

に児相の項目がなかったため特に記入しなかった

ためと考えられ、児相が関係機関・施設と連携す

る場合には、自らが中核機関になっていると解釈

するのが妥当であろう。 

 

3.一時保護中の状況について 

(1)児童・保護者に対応した職員 

一時保護中、一時保護所職員以外で児童に対応

した職員の有無については、児童への対応では「児

童福祉司」がgO.4%で最も多く、「心理判定員」が

78.2%と続いている。一方、保護者への対応では「児

童福祉司」が 96.2%で最も多く、主な担当者につ

いても「児童福祉司」が 74.3%と高いことから、

保護者への対応のほとんどを「児童福祉司」が担

っているということがわかる(表 17)。また、保護

者への対応の内容に関しては、「所内面接」が

73.3%、「電話」が 71.9%で、「訪問」が46.3%と続

いている(表 18)。「所内面接」、「電話」、「訪問」

のそれぞれが行われた回数をみると、「所内面接」

は「1回」が 19.5%で最も多く、平均値は0回を除

くと3.1 回で、最高値は47回になっている。「電

話」は「5～9回」が16.9%で最も多く、次いで「2

回」が14.6%になっている。平均値は 0回を除く

と5.2回で、最高値は60回となっている。「訪問」

は「1回」が17.8%で最も多く、次いで「2回」が

12.9%になっている。平均値は 0 回を除くと 2.6

回で、最高値は 30回である(表 19)。その他の対

応の内容としては、「所外面接」が 17ケース、「同

行訪問」が10ケースとなっている。 

クロス項目ごとに一時保護中の相談指導の平均

回数と一時保護平均日数を比較すると、「保護者の

施設措置への同意が得られなかった」り、「保護者

への援助に対して拒否があった」場合に、相談指

導のほとんどの項目の平均回数と「一時保護期間」

で平均値以上の関わりがみられ、また、一時保護

中、「関係機関との連絡調整を行った」り、「所内

で虐待ケースに対するチーム体制が組まれた」場

合に、相談指導のほとんどの項目の平均回数と「一

保護期間」について、平均値以上の関わりがみら

れた(表 19-1)。 

 

(2)一時保護中の関係機関・施設との連絡・調整・

会議の有無 

一時保護中の関係機関・施設との連絡・調整・

会議の有無については、「ある」が 81.1%、「ない」

が 17.3%で、一時保護前と同様、何らかの形で他

機関・施設と連携している場合が多くなっている

(表 20)。 

一時保護中の関係機関・施設との連絡・調整・

会議の有無について、有意差がみられた項目を挙

げてみると、「保護者への援助に対して拒否があっ

た」場合に「関係機関・施設との連絡・調整・会

議が行われた」割合が高く、「保護者への援助に対

して拒否がなかった」場合に「関係機関・施設と

の連絡・調整・会議が行われた」割合が低いとい

う結果であった(表 20-2)。一方で、「施設措置に

保護者の同意が得られたか」や「保護者が虐待の

事実を認めたか」という項目については有意差が

みられなかった(表20-1、20-3)。また、事例の困

難度別に有意差をみると、「大変困難だった」場合



に「関係機関・施設との連絡・調整・会議が行わ

れた」割合が高く、「他のケースと同様だった」場

合に「関係機関・施設との連絡・調整・会議が行

われた」割合が低かった(表 20-4)。 

関係機関・施設との連絡・調整・会議が「ある」

と答えた場合の連携先については、「学校」が

60.9%で最も多く、「福祉事務所(家児相)」が44.9%、

「児童養護施設」が 36.8%の順になっている(表

21)。その他の記述としては、「弁護士」が21ケー

ス、「他の児相」が 14ケース、「福祉事務所」の「生

保担当ケースワーカー」が13ケース、「里親」が

12ケースなどとなっている。また、その際、中核

機関になった機関・施設についても、一時保護前

と同様「無記入」が 66.2%で最も多く、児相が中

核機関になる場合が多いことを示している。 

 

(3)一時保護の日数 

直近の一時保護の日数については、「(1 ヶ月以

上)2ヶ月未満」が最も多く25.6%、「(3週間以上)1

ヶ月未満」が 17.4%、「(1週間以上)2週間未満」

が 15.3%の順になっている。一時保護の平均日数

は 29.8 日、最高日数は 300 日である(表 22)。こ

の数値は、前述の直近の一時保護までに行った一

時保護の期間の平均日数19.5日と比較すると、10

日以上も長くなっていることがわかる。 

事例の困難度別に一時保護日数をみると、「大変

困難」であった場合の一時保護の平均日数は40.4

日で最も長く、また、虐待種別ごとの一時保護の

平均日数は、「心理的虐待」が37.7日で最も長く、

次いで「身体的虐待」が31.1日、「性的虐待」が

30.6 日、「不適切な保護・拒否」が 27.1日の順で

あった(表 19-1)。 

 

4.一時保護解除後について 

(1)一時保護解除後の児相の処遇方針と実際の処

遇について 

一時保護解除後の児相の処遇方針では「施設措

置」と示された割合が 64.3%で最も多く、次いで

「継続指導」が 14.6%、「児童福祉司指導」が 8.0%

の順になっている。その他の記述では、「家庭引き

取り」が27ケース、厘親」が21ケースなどとな

っている。これに対して、実際の処遇は、「施設措

置」が 60.5%、「継続指導」が 13.7%、「児童福祉司

等指導」が 9.4%になっている(表 23)。その他の記

述では、「家庭引き取り」が 39ケース、「助言指導」

が24ケース、「里親」が 21ケースなどとなってい

る。したがって、実際の処遇では、その他を含め

て約4割が家庭に戻っているという結果になって

いる。また、児相の処遇方針と実際の処遇を比べ

てみると、両者間に大きな差はみられないが、児

相の処遇方針より実際の処遇の方が「施設措置」

が3.8%少なく、「児童福祉司等指導」が1.4%増加

している。これは、保護者や児童の同意が得られ

なかったケースが定数存在することを示唆してい

る。 

一時保護解除後の「児相の処遇方針」や「実際

の処遇」について有意差がみられた項目を挙げて

みると、「保護者への援助に対して拒否があった」

場合、「児相の処遇方針が施設措置」の割合が低く、

「保護者への援助に対して拒否がなかった」場合

に、「児相の処遇方針が施設措置」の割合が高かっ

た。この傾向は、「児相の処遇方針」より「実際の

処遇」において顕著であり、援助の拒否があった

場合、児相の処遇方針では「施設措置」であって

も、保護者の同意を得ることができずに「実際の

処遇」においては「継続指導」や「児童福祉司等

指導」になった割合が高いことが示唆される(表

23-1)。一方で、「保護者が虐待の事実を認めてい

たか」については、「児相の処遇方針」、「実際の処

遇」ともに有意差はみられなかった(表23-2)。 

事例の困難度別に有意差がみられた項目を挙げ

てみると、「他の事例に比べて楽だった」場合に、

「児相の処遇方針」、「実際の処遇」ともに「施設

措置」の割合が低かった(表 23-3)。児相の処遇方

針や実際の処遇が「施設措置」だった場合の施設

種別は、児相の処遇方針では「児童養護施設」が

80.6%で圧倒的に多く、残りは「児童自立支援施設」

が5.8%、「情緒障害児短期治療施設」が3.6%にな

っている。実際の処遇でも、「児童養護施設」が

79.5%で圧倒的に多く、残りは「児童自立支援施設」

が5.8%、「情緒障害児短期治療施設」が3.3%で、

児相の処遇方針と実際の処遇の間にほとんど変化

はみられない(表 23-4)。 

 

(2)一時保護解除後の処遇が「継続指導」、「児童福

祉司等指導」だった場合の児童・購者への対応一



時保護解除後の処遇が「継続指導」、「児童福祉司

等指導」だった場合の児童・保護者へ対応した職

員と主な担当者については、「児童福祉司」が

96.5%でそのほとんどを占め、その他では「心理判

定員」が 32.4%となっている。主な担当者に関し

ても「児童福祉司」が 71.1%を占めていることか

ら、一時保護解除後の児童・保護者への対応も、

一時保護中と同様「児童福祉司」がほとんど行っ

ていることがわかる(表24)。また、児童・保護者

への対応の内容に関しては、「電話」が 76.0%で最

も多く、「訪問」が 61.3%、「所内面接」が 47.0%

の順になっている(表25)。それぞれについて実施

された回数をみると、「電話」は「5～9回」が 19.5%

で最も多く、次いで「2回」が13.9%になっている。

平均値は0回を除くと6.6回で、最高値は50回と

なっている。「訪問」は「1回」と「3回」が13.2%

で最も多く、ついで「4回」が11.8%になっている。

平均値は0回を除くと4.5回で、最高値は47回と

なっている。「所内面接」は「1回」が14.6%で最

も多く、ついで「5～9回」が 10.5%になっている。

平均値は0回を除くと4.4回で、最高値は30回に

なっている(表 26)。 

 

(3)一時保護解除後、児童が家庭に戻った後の状況 

一時保護解除後、児童が家庭に戻った場合の援

助形態については、最も多かったのが「来所なし」

で 44.9%と半数近くを占めている。一時保護解除

後、児相が児童の生活する家庭にリーチアウトを

行っている事例もあることを鑑みれば、この結果

をもって、児相が適切なアフターケアを行ってい

ないと即断することはできない。ただし、「来所な

し」については、解除後の在宅状況で援助の拒否

がとれていない事例も含まれていることには留意

する必要があろう。この場合には、児相以外の社

会資源が「見守り体制」を作るための働きかけが

児相に求められる。なお、実際に来所する場合は、

「児童と保護者」での来所が28.6%、「保護者のみ」

が11.8%、「児童のみ」が 8.0%という結果になって

いる(表 27)。 

一時保護解除後の在宅での状況については、「保

護者の虐待が予想以上に激化した」のは5.6%にと

どまったが、「児童と保護者の関係が改善した」の

は52.3%、と約半数でしかなく、36.2%は改善に至

っていない。また、23.7%は家庭に戻った後「援助

の拒否」をしており、16.0%は「児童の問題行動が

激化した」という結果になっている(表28)。家庭

に復帰後の援助の困難さ、虐待の根深さを示す結

果であるといえよう。 

保護者の虐待の事実認知別に一時保護解除後の

在宅での状況で有意差がみられた項目を挙げてみ

ると、「保護者と児童の関係が改善しなかった」り、

「保護者への援助に対する拒否があった」場合、

「保護者が虐待の事実を認めない」割合が高かっ

た(表 28-2、表 28-3)。 

事例の困難度別に有意差がみられた項目を挙げ

てみると、「保護者の虐待が予想以上に激化した」

り、「児童と保護者の関係が改善しなかりた」り、

「保護者への援助に対する拒否があった」場合に、

「大変困難だった」割合が高かった(表 39-2、表

39-3、表 39-4)。一方で、「児童の問題行動の悪化」

と事例の困難度には有意差はみられなかった(表

39-5)。 

 

(4)一時保護解除後の処遇が「施設措置」だった場

合の保護者の同意の有無等 

一時保護解除後の処遇が「施設措置」であった

場合の保護者の同意の有無については、「得られ

た」が 93.0%で、「得られなかった」が5.2%であっ

た(表 29)。保護者の同意が得られた場合の保護者

の種類については、「ひとり親の同意」が最も多く

48.3%、次いで「両親とも同意」が 38.0%となって

いる(表 30)。前述の家族形態で、「ひとり親(父ま

たは母)」が48.6%、「両親とも実親」が 25.1%であ

ったことを考えると、「同意が得られた」場合は、

「同居しているすべての親」から同意が得られた

割合が高かったということがいえるであろう。た

だし、共同親権者の一方の同意による入所の可能

性も示唆されており、今後の制度運用・法解釈に

ついての課題を改めて浮き彫りにしている。その

他の記述では「祖父母」の同意が多くみられた。

また、同意の困難度については、「難しくなかった」

が58.6%で、「難しかった」が37.9%である(表31)。 

一方、同意が得られなかった39ケースのうち、

児童福祉法第28条の措置をとったのは24ケース、

61,5%であり、同法第33条の6の措置をとったの

は 6 ケース、15.4%である(表 32)。なお、後者に



は保全処分のための申立ても含まれていると考え

られる。 

事例の困難度別に有意差のみられた項目を挙げ

てみると、「施設措置への保護者の同意が得られな

かった」場合に、「大変困難だった」割合が高く(表

39-6)、「保護者の同意の取得が難しかった」場合

に、「大変困難だった」割合が高かった(表 39-7)。 

 

(5)一時保護解除後の処遇が「施設措置」だった場

合の児童の状況 

一時保護解除後の処遇が「施設措置」だった場

合の児童の搬入所後の状況では、86.5%の児童が

「施設に適応」し、また 84.5%の児童には「問題

行動の悪化」がみられなかった。一方で、「保護者

の行方不明・面会途絶」、「保護者の強引な引き取

り」はそれぞれ 18.1%、12.4%で多くはなかったが、

「保護者が児童相談所・施設に協力的」なのは

44.0%に過ぎず、50.1%と約半数は「児相・施設に

協力的ではない」という結果である(表33)。児童

の施設入所後の保護者との関係について、児相や

施設がかなり苦労している様子が読みとれる。そ

の他の記述では、「児童が親に会いたがる」や「保

護者の面会が希薄・拒否」、「面会・電話が多すぎ

る」、「内密に面会・連れ出す」などがみられてい

る。 

事例の困難度別に有意差のみられた項目を挙げ

てみると、「児童が施設に適応しなかった」り、「保

護者の強引な引き取り要求があった」場合、「大変

困難だった」割合が高かった(表39-8、表39-11)。

逆に、「児童相談所や施設に協力的だった」場合、

「大変困難だった」割合が低かった(表39-12)。 

一時保護解除後の状況では、家庭に戻った場合

も、施設措置の場合も同様に、保護者の援助の拒

否や施設措置への同意をしない、同意の取得が困

難、強引な引き取り要求など、保護者の非協力的

な態度が事例を困難とする要因となっていること

が指摘できる。 

 

(6)一時保護解除後の関係機関・施設との連絡・調

整・会議の有無 

一時保護解除後の関係機関・施設との連絡・調

整・会議の有無については、「ある」が 67.8%、「な

い」が 28.4%で、一時保護前、一時保護中に比べ

て他機関・施設と連携している割合が減少してい

ることがわかる(表 34)。 

一時保護解除後の関係機関・施設との連絡・調

整・会議の有無について、有意差がみられた項目

を挙げてみると、「保護者への援助に対して拒否が

あった」場合に「関係機関・施設との連絡・調整・

会議が行われた」割合が高く、「保護者への援助に

対して拒否がなかった」場合に「関係機関・施設

との連絡・調整・会議が行われた」割合が低いと

いう結果であった(表 34-2)。一方で、「施設措置

に保護者の同意が得られたか」や「保護者が虐待

の事実を認めたか」という項目については有意差

がみられなかった(表 34-1、34-3)。 

また、事例の困難度別に有意差をみると、「大変

困難だった」場合に「関係機関・施設との連絡・

調整・会議が行われた」割合が高く、「他のケース

と同様」、「他のケースに比べて楽だった」場合に

「関係機関・施設との連絡・調整・会議が行われ

た」割合が低かった。(表 34-4) 

このうち関係機関・施設との連絡・調整・会議

が「ある」と答えた場合の連携先については、「学

校」が 50.7%、「児童養護施設」が 47.7%、「福祉事

務所(家児相)」が40.4%の順になっている(表 35)。

その他の記述では、「他の児相」が 19ケース、「弁

護士」が14ケース、「情緒障害児短期治療施設」

が13ケース、「福祉事務所」の「生保担当ケース

ワーカー」や「母子生活支援施設」が9ケースと

なっている。また、その際中核機関になった機関・

施設についても、一時保護前、一時保護中と同様

「無記入」が 64.7%で最も多く、児相が中核機関

になる場合が多いことを示していると考えられる。 

 

5.所内の虐待ケースに関するチーム体制について 

一時保護前、一時保護中、一時保護解除後、所

内の虐待ケースに関するチーム体制については、

「チーム体制を組んだ」と答えたのが、一時保護

前、一時保護中それぞれ55.7%、57.0%で過半数を

超えたが、一時保護解除後は「チームを組まなか

った」のが52.0%で、「チーム体制を組まない」割

合の方が高くなっている(表 36)。 

所内の虐待ケースに関するチーム体制について、

有意差がみられた項目を挙げてみると、一時保護

前、一時保護中、一時保護解除後とも、「援助に対



して拒否があった」場合に「チーム体制を組んだ」

割合が高かった(表36-2)。一時保護解除後の状況

では、「施設措置に保護者の同意が得られなかっ

た」場合に、「チーム体制を組んだ」割合が高く、

「保護者が虐待の事実を認めたか」という項目に

ついては、「保護者が虐待の事実を認めた」場合に

「チーム体制を組んだ」割合が低く、「保護者が虐

待の事実を認めなかった」場合に「チーム体制を

組んだ」割合が高かった(表 36-1、表 36-3)。 

また、事例の困難度別に有意差をみると、「大変

困難だった」場合に「チーム体制を組んだ」割合

が高かった(表 36-4)。 

さらに、「チーム体制を組んだ」場合に関わりの

あった職種は、一時保護前では「児童福祉司」39.0%、

「心理判定員」21.5%、「所長・管理職等」19.3%

となっているが、一時保護中では「児童福祉司」

55.2%、「心理判定員」49.6%、「一時保護所職員」

45.2%であり、一時保護解除後では「児童福祉司」

46.0%、「心理判定員」28.1%、「所長・管理職等」

14.5%となっている。(表 37)関わりがあった職員

のうち主担当者については、一時保護前、一時保

護中、一時保護解除後とも回答なしが 60%を越え

ているが、「児童福祉司」と答えた割合がそれぞれ

29.2%、32.0%、28.0%であり、回答した中では最も

高い数値を示していることから、「児童福祉司」が

主な担当者になっていることが想定される。 

 

6.児童・保護者への援助を困難にする諸要因につ

いて 

児童・保護者への援助を困難にする諸要因とし

ては、担当者が「保護者や児童に対して身の危険

を感じたり」、保護者が「児童相談所長や本庁管理

職等への処遇に関する抗議」や「新聞等マスコミ

ヘの電話や投書」、「弁護士をたてる」といった行

動をとることは比較的少ない。しかし一方で、「保

護者への援助に対する拒否」については 36.0%が

「ある」と答え、46.4%の保護者が「虐待の事実を

認めなかった」とされている。また、「子ども自身

の障害の有無」に関しては 10.9%の児童に「障害

がある」とされ、その障害の種類は「知的障害」

が76ケース、「情緒障害」が13ケース、「身体障

害」が 9ケースとなっている。「保護者の精神疾患

による通院・治療の既往歴の有無」については、

18.1%の保護者が「既往歴をもっている」とされて

いる。 

事例の困難度別に有意差のみられた項目を挙げ

てみると、「新聞等マスコミヘの電話や投書があっ

た」以外のすべての項目で有意差が認められたが、

特に「担当者が保護者に対して身の危険を感じた」、

「児童相談所長及び本庁管理職等への処遇に関す

る抗議があった」、「保護者への援助等に対して拒

否があった」場合に「大変困難」の割合が高かっ

た(表 39-13～表 39-21)。 

 

7.事例の困難度について 

調査票において回答があった事例を当該児相に

おける一般的な他事例と比較した場合の困難度に

ついては、「やや困難」が 43.3%、「大変困難」が

27.6%で両方あわせると、一時保護を行った虐待事

例の 70%以上が他事例と比較して「困難である」

と認識されていることがわかる。一方、困難度が

「他のケースと同様」であると答えた割合は

24.4%で、「楽だった」と答えた割合は3.9%と非常

に低くなっている。 

事例をより困難にする要因として有意差がみら

れた項目としては、虐待事実の認定や保護者自身

も虐待しているという認識の低い「心理的虐待」

の場合、長期的、継続的に「一時保護前から児相

との関わり」がある場合、一時保護解除後の家庭

に戻った場合に「保護者の虐待が予想以上に激化

した」、「保護者と児童の関係が改善しない」、「保

護者への援助に対して拒否がある」場合、施設措

置に「保護者が同意しない」場合、同意した場合

でも「同意を得るのカ難しかった」場合が挙げら

れる。また、施設入所後の状況では、児童が「施

設に適応しない」場合、保護者の「強引な引き取

り要求があった」場合、「保護者が児相・施設に非

協力的」であった場合が挙げられた。さらに、事

例をとおして担当者が「保護者・児童に対して身

の危険を感じた」、「処遇に関する抗議があった」、

「保護者が弁護士を立てる」、「保護者への援助等

に対して拒否がある」、「保護者が虐待の事実を認

めない」、「子ども自身に障害がある」、「保護者に

精神疾患による既往歴がある」場合に、事例の困

難度が高くなる傾向がみられた。 

以上から、事例を困難と認識する要因としては、



児童自身の問題行動等への対処より、保護者の拒

否的、否定的、非協力的な態度が対応を難しくし

ているという結果であった。 

 

D.考察 

 

1.児童相談所における児童虐待事例対応の実情と

課題～調査を通じて～ 

今回の調査は、児童相談所が対応した児童虐待

事例(一時保護事例)について、相談・通告から処

遇終結までの専門職の関わり、チーム体制構築の

現状及び学校、施設、警察、家庭裁判所、保健・

医療機関等とのネットワーク体制の実情を把握す

ることを主な目的に行った。このなかで明らかに

なったことは、以下の5点に要約できるであろう。 

第一に、一時保護前、一時保護中、一時保護解

除後に、児童相談所、特に児童福祉司が相当回数

の来所による対応、訪問、電話、その他の対応を

行っており、1 回だけの一時保護から施設措置と

いうパターン以外の対応が相当数含まれているこ

ともあわせて、虐待に関する対応に相当の労力が

さかれていることである。 

第二に、その労力には、ネットワーク形成も含

まれていることである。ネットワークへ参加する

関係機関・施設では、学校や福祉事務所などが共

通しており、時期による特徴(初期には警察)もみ

られた。しかも、このネットワーク形成から運営

についても児童相談所が中心になることが多く、

ネットワークミーティングが頻繁に開催できない

状況のなかでは、各社会資源との連絡・調整を必

要に応じて児童相談所が一手に担わざるを得ない

ことも明らかになった。さらに、児童相談所が、

児童・保護者への直接援助と、ネットワーク活動

の両方を同時に行うことを考えれば、児童相談所

内の職員体制やチームワークもなお十全とはいえ

ず、児童虐待事例に対して、児童相談所が総力を

挙げて対応している状況が浮かび上がってきてい

るといえる。 

第三に、対応の困難度が高い一方で、例えば「保

護者から児童福祉司に対する暴力の危険」が割合

の低いこと、保護者の同意を得ることが「難しか

った」事例が 37.9%もありながら、児童福祉法第

28条及び第33条の6の措置をとった事例が30ケ

ースしかなかったことなどから、児童相談所にお

いては、日常的対応から施設入所の同意に至るま

で、児童福祉司を中心として保護者の理解を得る

ための配慮がなされていること、ないしは第 28

条等に基づく手続きを採ることに対する躊躇がみ

られることが示唆された。また、事例によっては、

児童相談所が総力を挙げて保護者の説得を行って

いることも予想させる結果であった。 

第四に、今年度のクロス分析及び検定等から読

みとれる結果として、一時保護を行った児童虐待

事例の7割以上が、一般的な他事例と比較して困

難であると認識されたが、一時保護経験を含む児

童相談所との関わりが長期的に繰り返されている

実態や、保護者への援助に対する拒否、施設措置

への同意取得の困難、施設への強引な引き取り要

求、児童相談所・施設に対する非協力的、保護者

が虐待の事実を認めない等、保護者への対応の難

しさがケース処遇を困難にしている要因であるこ

とが示唆された。 

第五に、専門職の関わり、関係機関・施設との

連携、所内のチームワークの形成については、「保

護者への援助に対する拒否」の有無が大きく影響

していることが明らかになった。担当職員は、「保

護者への援助等に対する拒否があった」場合、多

くはひとりで援助をしていくことに困難を感じ、

専門職員との関わり、関係機関・施設との連携、

所内のチームワークの形成を求めていたことが示

唆された。これらの結果から、保護者の拒否に対

応する制度的担保とともに、児童相談所内部のチ

ームワーク体制及び関係機関とのネットワーク体

制の整備が必要であると考えられた。 

なお、今回調査は委託一時保護事例を対象から

はずしたが、委託一時保護先における保護者への

対応の困難度の高さもこの調査から予想され、委

託一時保護に関する財政面での制度改善だけでは

なく、実践面でのバックアップの体制整備の必要

性も示唆された。 

 

2.児童相談所の業務と児童虐待への対応 

平成9年度厚生省報告例によると、全国の児童

相談所が平成 9年度中に行った「調査・診断・心

理療法・カウンセリング延件数」は 198 万 8,272

件である。平成9年度の相談実件数は32万6,515



件であるから、電話や文書も含め相談1件当たり

平均6.1回の関わりが行われている計算となる。 

一方、今回の調査対象事例である一時保護を行

った児童虐待事例については、一時保護による関

わりを除いても、一時保護前には平均14.5同(表

10、0回を含む)、一時保護中が平均計 7.5回(表

19、0回を含む)、一時保護解除後が平均計9.5回

(表 26、同)、総計31.5回である。 

厚生省報告例は、例えば1 回の面接において2

種類の心理検査が行われた場合や心理検査と同時

に心理面接が行われた場合には、それぞれ2件と

カウントすることになっているため、今回の平均

回数と単純に比較することはできないが、それに

しても、今回調査対象とした被虐待事例には多く

の労力がかけられていることがわかる。また、直

近の一時保護における平均一時保護日数も今回調

査では29.8日であり、平成9年度の全一時保護事

例平均の 13.8 日(厚生省報告例に基づく)よりか

なり長くなっている。 

柏女らは、児童相談所専門職員の執務分析(タイ

ム・スタディ分析)を通じ、障害相談1件にかける

児童相談所の関わり時間を1.0 とした場合の他の

相談時間割合を算出しているが、これによると、

児童虐待を含む養護相談の割合は5.4であった。

すなわち、養護相談1件は、障害相談1 件の5.4

倍の時間を要していることになる。今回の調査結

果は、そのことを、援助回数を通じて傍証する結

果となった。 

近年、児童相談所における相談実件数そのもの

が増え続け、特に児童虐待に関する相談・通告が

増え続ける現状を鑑みるとき、児童相談所の負担

は、近年、ますます増大しているとみなければな

らない。この結果、児童虐待への効果的対応を図

るためには、児童相談所の体制及び業務の見直し

が大きな課題として浮かび上がってくることとな

る。その際、他の相談種別とは異なる援助構造を

もつ障害相談の業務の扱いが焦点となろう。障害

児福祉サービスの利用のあり方及びサービス決定

の分権化が議論されるなかにあって、児童相談所

の業務のあり方、さらには児童福祉実施体制のあ

り方について、あらためて整理・検討することが

必要と考えられる。 

 

[註] 

1)平成 9 年度社会福祉行政業務報告(厚生省報告

例)によると、平成9年度に全国の児童相談所が受

理した児童虐待相談5,352件の虐待の種類別内訳

は、身体的虐待が2,780件(51.9%)、保護の怠慢な

いし拒否が 1,728 件(32.3%)、性的暴行が 311 件

(5.8%)、心理的虐待が458件(8.6%)、登校禁止が

75 件(1.4%)であった。(厚生省大臣官房統計情報

部編『平成9年度社会福祉行政業務報告(厚生省報

告例)』厚生統計協会、1999、p.324) 

2)厚生省大臣官房統計情報部編前掲書

1)1999p.322-323,p-308,p.318-319 

3)柏女霊峰・中谷茂一・網野武博・林茂男「児童

相談所専門職員の執務分析」「日本総合愛育研究所

紀要』第 33 集日本子ども家庭総合研究所

1997p.181 

























[研究 3] 

児童相談所における被虐待児童

処遇のあり方について～処遇困

難事例に関する質問紙及びヒア

リング調査を通じて～ 

 

A.研究目的 

 

前年度の研究結果から、児童相談所は、虐待事

例の対応に関し、質・量ともに多大な労力をかけ

ている状況が明らかになった。本年度は、対応に

苦慮した虐待事例について事例研究を行い、児童

相談所内の体制、関係機関とのネットワーク、担

当福祉司の職務状況についてヒアリングを実施し、

虐待事例におけるより詳細な連携状況や処遇上職

員が感じている点について分析を深め、現状と今

後の課題を考察することを目的とする。 

 

B.研究方法 

 

調査時期は平成11年 9月～平成12年 2月。質

問紙は郵送法で行い、回収後ヒアリングを実施し

た。全国の児童相談所のうち、都道府県、中央と

それ以外、専門職採用、政令指定都市のバランス

を勘案し、20 か所を対象として選定し、平成 10

年度に受理した児童虐待事例のうち、当該年度中

に一時保護し、次の4つの条件を原則としてすべ

て満たす事例を各所1事例選定してもらい質問紙

とヒアリングを行った。条件は、①併設の保護所

で一時保護を行った後、施設入所措置・里親委託

に至った事例。②保護者が児童相談所の援助に対

して強い拒否感を示し、援助する上で大変困難で

あった事例。③事例検討会や連携した対応を頻繁

に行った事例。④児童の年齢(当時)は、小学校入

学以前の幼児であった事例。 

結果として回答された事例は、当該年度に4つ

の条件がすべてそろった事例がなかった相談所も

あり、児童の年齢に幅が出てしまったが、一方、

多様な状況の事例が回収できたともいえる。 

調査票は、事例の概要、関わりの時紳1記述、

事例の総括の 3つに大きく分かれ、事例の総括の

主な内容は、関係機関とのネットワーク、保護者

への対応、所内の体制、担当者の負担感、虐待事

例対応における制度的課題である。なお、関わり

の時系列記述については、関わった対象や場所、

内容などの項目ごとにあらかじめカテゴリー化し

た選択肢にもとづいて数字で記入してもらう方法

をとった。これはケース記録の科学的分析手法の

試みとして行ったもので、詳細な分析は次年度に 

わたって行う予定である。 

 

C.研究結果～調査事例及び援助

の概要 

 

20 か所の児童相談所すべてから回答をいただ

き、かつ、事例に関するヒアリング調査を実施す

ることができた。調査票記載内容及びヒアリング

結果からまとめた事例及び援助の概要は、以下の

とおりであった。なお、各事例の提供をいただい

た児童相談所の属性については、表1にまとめた。 

 

1.事例 A 

(1)虐待の経過 

養父からしつけということで虐待を受けた事例。

養父は子どもにしつけとして夜中、玄関に立たせ

て食事を与えない、嘘をつくということでバット

などで叩く、川の土手から後ろから突き落とす等

の行動を行っていた。実母は養父の暴力を止める

ことがなく、虐待に至った。実母は離婚後経済的

に困窮していたときに養父と知り合い援助を受け

る。養父が子どもを可愛がってくれることから養

子縁組を行った。トイレでおしっこを引っかけた

跡について子ども達が否定したため、養子縁組を

済ませた2ヶ月後に兄弟を玄関に立たせた二とに

よって始まった。当初は食事を抜く、腕立て伏せ

を200回させるなど直接手を挙げていなかったが、

平成10年 4月頃から手を挙げるようになり、ビニ

ールバットやスリッパによる暴力へとエスカレー

トした。実母は自分自身が叩かれるのではないか

という恐怖から、またけがをしない程度であれば

と容認し続けたこと、また家庭内での本児の孤立

による盗み等の問題行動へと発展したため、養父

の虐待の度合いも増していった。 

本児がパンを盗んだことで店から学校に連絡。 

学校の担任は以前から本児には叩かれた跡があり

虐待を受けている可能性が高いと心配しており、

家庭児童相談室に相談をしたため、児童相談所に

つながった。 



(2)家族構成 

養父 30歳代(平成 9年 10月に養子縁組) 

実母 30歳代 

本児 10歳 

弟   9歳 

(3)援助過程と一時保護の状況 

学校の教師、家庭児童相談室からの通報により、

実母との接触を開始。学校担任が身体的虐待跡を

確認。本児は学校担任による家庭訪問を拒否して

いた。養父による虐待(ろうそくの蝋を足に垂らせ

てひどい火傷)により実母が保護を希望したため、

一時保護を決定。弟についても同様の虐待が認め

られたため一時保護を実施。養父、実母との面接

を行ったが、養父はしつけであるとの主張を繰り

返し、また実母も同調の様子であり家庭での養育

の継続が困難と判断されたため、施設入所を検討。

父母はかろうじて同意。弟は母親との愛着を示し

たため近隣の施設に入所、本児は遠隔地の施設に

入所した。入所後も精神科医による面接などによ

り養父との関わりを続けようとしたが、養父によ

り拒否された。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

児童相談所、学校、家庭児童相談室 

(6)保護者との関係 

養父は身体的虐待もしつけの一環であるとの考

えから、本児や子どもへの対応を改めようとしな

かった。虐待の認識がないため、施設入所につい

ても同意を得ることが困難であった。子どもは家

庭復帰を拒否し保護を求めているものの、親自身

が納得できず、その説得に時間を要した。 

(7)他機関との関係 

学校から家庭児童相談室に相談があったが、学

校として通告するか否か、誰が通告者になるかな

どで意思統一に時間がかかった。 

 

2.事例 B 

(1)虐待の経過 

実母が同棲中の男性の娘(当時1歳10ヶ月)を虐

待し重体に至らしめる。実母逮捕時、妊娠してお

り、切迫流産で緊急入院したが、手遅れであった。

退院後も警察に出頭せず行方をくらますが、結局、

母方実家へ戻り当所との関わりが始まった。 

(2)家族構成 

実父 20歳代(平成 10年に正式離婚) 

実母 20歳代 

実母と同棲していた男性 20 歳代(1 歳の娘あ

り) 

継父 20歳代(現在同棲中) 

本児 4歳 

弟   2歳 

異母妹1歳(虐待により重体) 

(3)援助過程と一時保護の状況 

母親、切迫流産で入院した時点で、本児ら一時

保護となる。虐待で重体になった児童だけでなく、

本児や弟にも暴力や不適切な養育が疑われたため、

親族の援助、本児らの施設入所が検討された。一

方で父方実家の調査を実施した。実父は多額の借

金を抱えており、実父自身が本児らに虐待を行っ

ていたことがわかった。父方実家への本児らの引

き取りは適当ではないと判断された。母方実家に

引き取られた場合は、祖母が仕事をやめて、日中、

本児らの面倒をみることが検討された。その間、

実父母は正式離婚し、親権者は実母となる。しか

し、実際に本児らを母方実家が引き取る段になる

と、経済的なことを理由に引き取りを拒み始める。

結果として、施設入所の方向で当所としては方針

を固める。家庭訪問を繰返し実母に対する説得が

行われるが、実母は拒否的で、自分人で面倒をみ

ると主張。母方祖父母の説得で施設入所を承諾。

施設では実母の面会は認めるが、帰省に関しては

母方実家の責任において実施することとした。 

施設入所後、本児らの不適応行動と本児の知的

な遅れがあり、弟は精神科受診中。医師によると

虐待の影響と思われると指摘されている。 

現在、実母は別の内縁の夫と生活している。内

縁の夫は本児らの引き取りを要求してきたが、母

親の事件については知らなかった。措置継続。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

実母の同棲相手であった異母妹に虐待を行い、

けがを負わせ重体にしてしまったことで警察から

通告があり、児童相談所との関わりが開始した。

保護中は福祉事務所の福祉担当者と連絡を図り、

双方の実家の状況把握を実施した。 

(6)保護者との関係 



実母は事件を起こし、その後、切迫流産で入院、

退院後母親行方をくらましたり、当所の指導に対

しては非協力的であった。父方実家の調査に関し

ても遠方であることから労力を費やした。 

(7)他機関との関係 

警察との関わりが多くあったが、警察は母親の

起こした事件に対して、刑事事件として立件せず、

不起訴処分とした。結果的に母親に重大なことを

したという意識が薄かった。 

 

3.事例 C 

(1)虐待の経過 

実母は未婚のまま本児を妊娠。妊娠4ヶ月頃、

実父死亡。親の反対を押し切って本児出生。本児

が1歳6ヶ月の頃から保育所に入所し就労をした

が、同時期より本児への虐待が始まった。虐待の

背景として、未婚の母として周囲か非難されたく

ないという思いから、厳しくしつけようと体罰に

及ぶ。しかし、保育所では「乱暴で変った子ども」

という指摘あり。本児の迎えの時間が遅い。他の

母からの苦情などが実母のストレスになってしま

う。それが次第に本児への虐待ヘエスカレートし

たものと考えられる。 

その時に、保育所からの児童相談所への通告は

なく、実母が匿名で、児童相談所の過程テレホン

相談」へ匿名で相談。 

(2)家族構成 

実母 30歳代 

本児   5歳 

実父 本児誕生前に死亡 

(3)援助過程と一時保護の状況 

電話相談で実母に児相の相談員が来所を勧める。

児相から電話連絡をするが、連絡がつかなかった。

実母から再度連絡があり「本児に激しい虐待をし

てしまった」とのこと。 

母親、施設のことを聞いてくる。その後、実母

より再度連絡があるが「このまま殺してしまいた

い」と言うが、落ち着いた段階で家庭訪問を約束。

児童福祉司が家庭訪問すると虐待の痕跡があり、

実母も危機感をつのらせ、一時保護に同意し入所

した。しかし、施設入所には同意しなかった。児

童福祉司の働きかけで、施設入所同意。本児は施

設措置になったものの実母解雇となる。しかし、

定期的な家庭宿泊と夏期帰省を実施している。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

実母が保健所で電話相談の情報を知り、その後

は児童相談所が単独で連絡・調整を行う。保護開

始後は町の福祉担当部局との連絡を図り、施設措

置となったため児童養護施設との間で帰省等につ

いて調整。 

(6)保護者との関係 

電話相談から繋がったケースで、虐待をしてし

まっている事実を、実母本人がある程度自覚でき

ており、児童相談所に実母本人が救いを求めてき

た。一時保護・施設措置に繋がったのは、実母の

本児への虐待の危機意識と児童福祉司等のケース

ワークによると考えられる。しかし、実母の施設

入所への抵抗感は、会社等に事実が知られてしま

う等の世間体もあった。 

(7)他機関との関係 

特に虐待が発見できた時点からの関わりはない

が、強いて挙げるならば、虐待発見の要因となっ

た保健所に、児相の電話相談のパンフレットが置

かれていたこと。 

 

4.事例 D 

(1)虐待の経過 

実父による虐待。頭を殴ったり、足を持って逆

さ吊り等、身体的虐待を繰り返していた。虐待が

疑われ、検査のため入院。検査結果で、頭蓋内出

血腫、眼底出血等から両親に医師が虐待の事実に

ついて確認。両親、ほぼ虐待については認める。

しかし、実父が、半ば強引に本児を退院させてし

まう。実父自体も虐待を受けて育ったため、同じ

ように子どもを厳しく育てるという。実母も母方

実家に相談し、そこで離婚を勧められるが、結局、

実父に同情的になってしまい、自宅に戻り虐待が

繰り返されていたようである。 

(2)家族構成 

父親 30歳代、再婚 

母親 20歳代 

本児  5ヶ月 

(3)援助過程と一時保護の状況 

強引に退院させた後、虐待の疑いがあるため、

医師が保健婦に関わりをもつよう依頼。その後、

保健婦も十分な関わりがもてず児童相談所に通告



があり、関係機関連絡会議をもつ。関係機関会議

後、病院に本児を委託一時保護とする。その後、

児相で、父母面接・家庭訪問の実施。家庭引き取

りに向けて親指導を中心に行っていった。委託一

時保護解除後も児相に通所指導継続。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

最初に病院で虐待が疑われた。保護開始前には、

町の福祉担当部局との連携が重要であり、家庭復

帰後も保健婦、福祉担当部局と連携して家庭訪問

を実施。 

(6)保護者との関係 

実父の虐待が明らかだと思われたが、実母がそ

れを知りつつ何もできない状況にあった。したが

って、病院から保健婦、そして児相への通告とな

り、本ケースとの関わりが始まった。病院への委

託一時保護について実父の抵抗が予想されたが思

ったほどではなく、その後の面接指導にも両親は

定期的に来所している。 

(7)他機関との関係 

通告の過程で病院、保健所との関わりがあり、

その後も再入院で、病院にて委託一時保護が実施

される。その折、父親の同意が得られない場合を

想定して、警察にも事前に応援依頼をした。最初

の虐待の発見から通告までに時間を要した。警察

は事件として扱う傾向にあり、親との関係を維持

するのに苦慮する。 

 

5.事例 E 

(1)虐待の経過 

両親からの身体的、心理的虐待。体罰、食事制

限、強制的な運動、包丁を使った脅迫行為、盗癖

があるとの不当な疑いによる精神的苦痛。 

父が継母と再婚した頃(H6.12)に民生児童委員、

保育園関係者から子どもたちへの不適切な関わり

を指摘され、親戚等が本児を保護し、介入した経

過があった。翌年(H7.12)にはまた両親が引き取っ

た。H9.12 に学校からの通報により児童相談所の

関わりが開始。調査の結果、前述したとおりの虐

待が認められた。担当福祉司が学校、民生児童委

員等との地域訪問を行い、両親の児相への来談を

促してもらった。H10.7月、同 10月とネットワー

ク会議を開催、役割分担、対応の検討を行った。 

(2)家族構成 

実父   40歳代 

継母   30歳代(再々婚) 

本児(姉) 10歳 

本児(弟)  9歳 

(3)援助過程と一時保護の状況 

本児(弟)が民生委員に保護を求めてきたため、

本児(姉)とともに一時保護。二人とも、親を恐れ

面会拒否、家庭復帰拒否。両親ともに虐待の自覚

がなく、虐待の再発が懸念されたため、親子分離。

両親を説得し、児童養護施設への入所措置。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

民生児童委員、伯父、伯母による保護 

(6)保護者との関係 

施設入所に際して保護者の同意を得るのは難し

かった。保護者は虐待をしていることの自覚が全

くなく、それを説明しても改善の余地がみられな

かった。実父は引き取りを希望したが、継母は施

設入所を希望。両親とも本児の矯正のための施設

入所であるととらえており、虐待からの保護とい

う認識がない。 

(7)他機関との関係 

学校、民生児童委員との連絡を中心に対応親と

親戚との関係調整に時間を要した。 

 

6.事例 F 

(1)虐待の経過 

児相管内に転居し、家族5人で生活。実母が転

居した理由としては、サラ金や前父から逃げるこ

とであった。本児らは転居後、約1年学校に行か

ず隠れた生活をしていた。日中、家に本児らがい

ることで市民からの通報が入り、乳児がいたため

保健センターの看護婦が乳児相談として関わりを

始める。その後、本児らも登校を開始する。親と

の関わりを密にしていくなかで、実母の本児に対

する虐待が明らかになってきた。実母が本児の首

を締めたり、腹を蹴ったりしていた。看護婦が様

子伺いの電話をしたときにその事実がわかり、家

庭訪問後、病院受診をする。打撲と診断され、保

健センターより児相に通告される。翌日、家庭訪

問し、実母と子どものストレス回避のため、学童

保育と実母へのカウンセリングを実施することに



なる。その後、関係者会議を開催し、一応、落ち

着いていたが、再び虐待が認められ、母子分離を

図るため一時保護となる。 

(2)家族構成 

実母 20歳代(3度目の結婚) 

養父 30歳代 

兄  10歳(小学 4年) 

本児  9歳(小学 2年) 

異父弟 1歳 

(3)援助過程と一時保護の状況 

保護開始後、本児はほとんど話をしなかった。 

落ち着きなく、幼児返り、夜尿がひどい。1 ヶ月

程度で落ち着きを取り戻し話を始めるが、「(実母

は)恐ろしい」と言い、実母に対する拒絶感が強い。

その間、養父の面会が2回あるが、実母の電話に

は本児は出なかった。一方、実母は本児の状況を

聞いていた。しかし、実母の児相に対する拒絶意

識が強くなり、「子どもを取られた」「子どもに自

分を拒否するようしむけている」など訴えてくる。

その後、116 日の保護を経て、児童養護施設に措

置される。保健婦からの働きかけで施設入所の同

意をとり付ける。現在、実母は本児の引き取りを

希望しているものの、児童に対する面会には児童

福祉司が立ち会うことを条件にしている。半年後

再検討。電話での連絡は必ず保育士を介して実施。

その折、今度は兄に対する実母からの虐待があり

緊急一時保護。実母は「兄は返して欲しい」と訴

え、児相のカウンセリングの回数を増やして欲し

いと言ってきている。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

母親とA市保健センター看護婦、嘱託医師が面

接・電話を担当、児相が父親との連絡面会を担当

した。役割分担ができていたので連携しやすかっ

た。児相が協力するというより、関係者が積極的

に活動してくれた。嘱託医師が休日も対応してく

れたので、児相も出て行かざるを得ない状況であ

った。 

(6)保護者との関係 

親の同意を取ることに慎重に対処した。実母は

感情的になる人で、実母と関係が取れている市保

健センターの看護婦と嘱託医師があたることにな

った。養父に対しては児童福祉司と関係づけを行

った。親たちの状況に合わせ(平日は仕事を休めな

い)土日や夜間の面接を実施。 

(7)他機関との関係 

ケースが流動的であったため、前もって予定を

組むことができなかった。他機関との連絡調整の

段階で、児童相談所の情報を欲しいと他機関から

要望されることがあり、守秘義務の問題が持ちあ

がった。 

 

7.事例 G 

(1)虐待の経過 

A県の児相より、「病院から虐待の疑いがあると

の通告を受けていたが、家庭と接触しないうちに

転居してしまった」と連絡があり、当児童相談所

で受理した。市保健所・保育所と連絡をとり、長

男の発達の遅れが認められたので、保健婦より児

童相談所に相談するよう勧める。長男の発達訓練

について、保護者より相談があり、当所との繋が

りができる。虐待の認知に関しては情報は多くあ

ったものの、保護者は認めなかった(長男－たばこ

の火傷、頭部外傷、右足骨折等。長女－数10ヶ所

が蚊に刺された跡、夜泣き、男性への恐怖心。実

母－頭部外傷、顔の打撲、顎の骨折)。 

(2)家族構成 

実父 20 歳代 定職なし(中卒、アルコール依

存症、妻や子ども達に暴力を振るう) 

実母 20 歳代 家事(高卒、パート稼働。夫の

暴力で離婚を考えるが、すぐに夫のもとへ戻って

しまう。知的理解力に欠ける面あり) 

長男  5 歳 中度精神発達遅滞、療育手帳

B-1(H11.再判定。重度A) 

長女  2歳 

次女  0歳 

(3)援助過程と一時保護の状況 

生活困窮や母親のけが、出産のための入院で、

児相の一時保護を操り返す。長男は知的障害児施

設、長女は、保育所に通園していた。実母は実父

の暴力に耐えられず、母子で婦人相談所に保護さ

れることがあった。その後、母子生活支援施設に

入所希望を出すが、次第に決意がにぶり、実家に

戻ってしまう。しかし、家庭環境が安定するまで

の間、長女、次女を施設措置することになる。長

男は知的障害児施設に措置されることになったが、

同日、実父が強制引き取りをしてしまう。長女も



強制引き取りをしたため、次女は乳児院措置だっ

たが、実父の強制引き取りを防ぐため、児相で一

時保護する。その後の話し合いで、長女、次女と

も再措置となった。実父は傷害事件を起こし逮捕。

釈放後、家を追い出され、離婚話もあったが、結

局再び同居を始める。実父は単身赴任。実母はス

ナック勤めを始める。長男の面会の折、長男がけ

がをしていることに激昂し、強制引き取りしてし

まう。長男は日中、実母が面倒をみており、夜間

は母方祖母と実母の妹が養育している。長女と次

女は施設に措置継続中。父母面会あり。父親は児

相との接触を拒否しているため、児相は母親を通

じて、早期に長男を施設へ戻すよう説得するが不

調である。実父も単身赴任から戻ってくる予定が

あり、今後の対応について苦慮している。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

一時保護以前、以後も児童相談所中心で関係機

関に連絡・調整・連携を行い、一時保護以前は特

に警察・福祉事務所等の関わりが中心であった。

措置後はそれぞれ措置施設との連絡・調整が主と

なった。 

(6)保護者との関係 

実父が感情の起伏が激しい人で、児童の施設か

らの強制引き取り等が繰り返され、再三、施設に

戻すための説得に労力を要した。母子で家庭から

離れ、身を隠した際、実父が居場所をしつこく探

しまわった時の対応に苦慮した。施設同意入所の

場合、強制引き取りに対して現実的には、強く対

抗措置が講じられなかった。強制引き取りに対し

て一時保護はできるが、現実には実父が乗り込ん

できた場合に備えて、夜間、休日の職員出勤が必

要となり、長期化して職員が疲弊してしまった。 

(7)他機関との関係 

実父が暴力的で、強制引き取りも予想されたた

め、会議で正式に措置が決まってもなかなか施設

側の入所受諾が得られず、施設側に入所説明する

ために何度も施設訪問したり、電話・文書のやり

取りがあった。 

 

8.事例 H 

(1)虐待の経過 

本児は理容師の実父と美容師の実母との間に生

まれた。本児が5歳の時に離婚し、母子家庭とな

る。本児が小学校3年生の時に母親が12歳年下の

養父と再婚したが、養父との交際中から母親が本

児の面倒をみないことや大声で叱っていたとの情

報があった。再婚後、本児がだらしない、頑固で

あるとの理由から体罰が発生、それが異父妹、弟

の出産後に激しくなってきた。実母はメニエル氏

病と診断。 

本児が小学校 3年の時、母親から体調不良によ

る養育困難を理由に本児を養子に出したいとの相

談が児相にあった。養育拒否と再婚によるもので

あったが、再婚相手が養子受け入れを認めたため

本訴えは消滅。学校による本児の観察を継続。近

隣から、母親の養育態渡についての問題が指摘さ

れていた。小学校5年生の時、養父、実母からの

身体的虐待が疑われた(青あざを養護教諭が発見、

早朝からの家事強制、食事を家族と別にとらされ

る)が、本児がそれを認めていないこともあり、緊

急保護の必要はないと判断され、学校による対応

に任された。 

小学校6年生の時に近所より虐待通報。やせて

虐待跡もみられるようになったため、本児に対し

て学校より確認め本児が帰宅を拒否し、児童福祉

司と本児との面接により本児の意思が確認された

ため介入した。 

(2)家族構成 

養父 20歳代 

実母 30歳代 

本児 12歳 

異父妹 3歳 

異父弟 1歳 

(3)援助過程と一時保護の状況 

本児の意向をもとに職権による一時保護。母親

に連絡し来所を促した。一方、本児の健康診断、

整形外科による診断により、「右大腿異所性骨化」

の診断を得る。一時保護の後、両親ともに引き取

りを希望していたが、最終的に施設入所に同意。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

児童相談所を中心として連絡調整。警察、医療

機関、学校との連携。 

(6)保護者との関係 

実母に虚言癖があり、実母の言い分を聞くのに



時間を要した。本児との主張に乖離があり、その

調整に時間を要した。基本的には、子どもの保護

を目的に、子どもと保護者の分離を基本的態渡と

し、その後家庭訪問により保護者をサポートした。 

(7)他機関との関係 

親への牽制を目的として警察と連携。警察とと

もにケースを挟み込むという形をとり対応した。

学校を中心に見守りの体制をとった。本児との接

触を学校に一任し、必要があれば児相が対応する

という形式をとった。最終的な通告は小学校長か

らのものであった。学校が見守りの重要な役目だ

ったこともあり、学校の担任が不安定になり、学

校担任とのやりとりにも時間を要した。医療機関

により、虐待の有無を確認してもらった。 

 

9.事例 I 

(1)虐待の経過 

「子どもの人権相談」に相談があり、弁護士か

ら通告。本児の伯母からの相談で本児が実母から

虐待を受けて、1 年以上にわたり入院中であり、

誰も面会に行っておらず、伯母たちとの関わり合

いも拒否している。実母は病院から家庭への引き

取りを拒否しており、児相の援助を希望する相談

であった。実母は本児を妊娠、出産するまで前夫

との関係が悪く、出産したくなかったが早産し未

熟児(1,690g)で出産。子どもに対する愛着がわか

ず食事を与えず保育所でも身体的虐待が確認され

ていた。成長ホルモンの検査を理由に入院し、そ

のまま本児の引き取りを拒否。年子で生まれた弟

に対しては愛着を示しているが、本児については

愛着遮断症候群と診断され病院での治療を受けて

いた。母親は平成 9 年 9 月に前夫と離婚平成 10

年 10月、本児の養父と再婚。 

(2)家族構成 

継父 40歳代 

実母 40歳代 

本児  6歳 

姉 

弟 

(3)援助過程と一時保護の状況 

病院によりプレイセラピー等の治療を受けるが、

本児の引き取りについては拒否。病院から急な環

境の変化は望ましくないとして児相の介入、一時

保護に時間を要したが、初回相談から5ヶ月後に

一時保護となった。一時保護中も養子に出してほ

しいとの希望を実母は持っており、家庭引き取り

は困難。平成10年11月、児童養護施設に入所。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

児童相談所単独ではなく、医療機関(病院)との

連携により調整、協議を進めた。 

(6)保護者との関係 

再婚後は母親の生活、精神状態も落ち着きをみ

せ、本児の家庭引き取りに対して、施設との連携

をしながら対応早期の家庭引き取りを要望。引き

取り時期についての説明に時間を要する。 

(7)他機関との関係 

児相の一時保護について、病院でのセラピー治

療を実施しているために、病院の理解がなかなか

得られず、その調整に時間を要した。また、児童

養護施設が母親の引き取り要求に対して慎重な姿

勢(大学教授によるスーパーバイズがあった)があ

り、その折衝内容を親に理解してもらうのに時間

を要した。 

 

10.事例 J 

(1)虐待の経過 

保健所保健婦から虐待と思われる児童が医療機

関に入院しているので、関係者検討会を持ちたい

旨連絡があった。 

実父は本児の入院中の面会について再三の働き

かけにも応じず、1 ヶ月余してからようやく面会

にきた。多子で継母の養育能力が低く、経済的に

も苦しい状況。その場しのぎで対応してきた様子

がみられる。継母は施設養育経験者で知的にはボ

ーダーライン。養育能力が低い。本児も発達面で

問題がある様子。 

救急車で搬送され入院。低体温、不整脈、硬膜

下血腫、脳挫傷脳浮腫のためICUに入る。年齢に

比べ低体重、後頭部挫傷、前額内出血跡、皮下出

血等があり、皮膚全体が黒い。以前にも大腿部骨

折、火傷で入院。今回も入院後父母からの問い合

わせ等全くなく、連絡をとってもすぐに切られる

状況。その後、継母による虐待であることを認め

た。 

(2)家族構成 

実父 20歳代 



継母 20歳代 

姉   7歳 

兄   6歳 

異父母兄(母の連れ子:実父と養子縁組) 

本児  2歳 

異母弟 1歳 

(3)援助過程と一時保護の状況 

本児を自宅に戻すことは虐待の再発を引き起こ

す可能性が高く、不可であると判断。医学的には

本児の様子は安定しているので、退院となれば一

時保護の上、施設入所が必要であることで一致。

主治医より、本児の入院は事故によるものではな

く、保護者による虐待が疑われるので自宅には戻

せない旨を父母に通告。父母は動揺、反対するこ

となく、本児の施設入所に同意。退院と同時に一

時保護。児童養護施設への措置を決定し、入所。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

児童相談所単独ではなく、保健所や病院との連

携によって共同で対応した。病院による診断から

虐待が疑われ、保護したケース。 

(6)保護者との関係 

入院中、父母がなかなか病院に来院しなかった

ため、虐待告知が遅くなった。施設入所後、父親

は協力的になり、九州への転勤後、本児の継母と

は離婚。施設から本児を引き取りたいとの意向を

持つ。時期的に適切でないため先送りになるが、

面会にも訪れている。 

(7)他機関との関係 

父母に対する虐待告知の際に、万一に備えて警

察の応援を要請したが、当日他用により協力が得

られなかった。保健所、病院が虐待防止センター

に連絡し、それを経由しての児相連絡であっため

情報入手が遅れた。また、関わった関連機関から

の情報収集にも時間を要した。 

 

11.事例 K 

(1)虐待の経過 

急性硬膜下血腫の疑いでA病院から B病院へ転

院、通常では起きない症状であるため虐待の疑い

があることで B病院から通報。本児の顔色に異常

がみられたため、A病院受診。翌日再受診し入院。

検査の結果、硬膜下血腫及びくも膜下血腫であっ

たため、医師は外傷性または窒息性によるものと

診断、虐待の疑い。医師から父母に虐待の事実確

認がなされたものの、否定。実母は本児の出生前

より婦人相談所との関わりがあり、本児の出産に

対して否定的な態度をとっていたという事実があ

った。 

B 病院からの通報があった時点で乳児院を緊急

確保したが、両親は虐待の事実を否定したため、

虐待を前提にした介入を一時留保。脳萎縮が進行

している障害児ととらえ直し、家庭復帰させる危

険性を考慮し家族との関係調整を行い、事実関係

の確認期間中、児相併設の療育センターへの転院

を行い、施設入所に向けた父母の理解を得る努力

がなされた。 

(2)家族構成 

実父 30歳代(失業中) 

実母 20歳代 

異父姉 3歳 

実兄  1歳 

本児  3ヶ月 

(3)援助過程と一時保護の状況 

児童相談所の一時保護所での保護ではなく、児

童相談所に併設されている療育センターの病棟に

入院させるという形で行った。最終的に乳児院へ

の措置について実母を通して実父の承諾を得た。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

医療機関はネットワークの中心として児相との

連携をはかるとともに、退院後の処遇についてか

なり強い意見を提示した。婦人相談所は実母が本

児の出生前に関わっていた経緯があり、実母の情

報収集を行った。市役所福祉課は、本児の2人の

兄弟の保育所入所を行った。 

(6)保護者との関係 

一時保護中、実母は定期的に面会に来たが、実

父はほとんど面会に来なかった。実父は面接につ

いて非協力的。家庭訪問なども拒否的姿勢。一時

保護中、食事や療育費用などの経済的負担を保護

者が拒否したため、父方の祖父母に状況説明し負

担してもらった。 

兄弟2人を保育所に入所させ母親の育児負担を

軽減したことが功を奏し、児相への態度も協力的

になり、施設入所の同意取得につながった。乳児



院措置後、父母の面会はほとんどなく、両親は虐

待の事実については否定。本児は、急性硬膜下血

腫及びくも膜下血腫の影響から重症心身障害の状

態となっている。 

(7)他機関との関係 

B 病院は虐待対応に関するマニュアルを有する

などその経験も豊富であるためもあり、本児の処

遇について強い意見を提示してきた。そのため、

児相の対応に戸惑いがあった。また、児相併設の

療育センターへの入所は、保護者の行動観察と児

童の保護が同時にできるため有効であった。 

 

12.事例 L 

(1)虐待の経緯 

保健センターからの通告。再婚した養父が本児

に対して服が破れるほどの暴力を加え、過度の行

動制限を行う。離婚しようと思うが生活のあてが

ないとの実母の訴え。両親は結婚紹介所を通じて

再婚。実母の前夫との離婚原因も、前夫の実母へ

の暴力。養父の本児への虐待は、再婚後しばらく

して始まった。 

(2)家族構成 

養父 30歳代 

実母 20歳代 

本児  4歳 

弟   1歳 

(3)援助過程と一時保護の状況 

虐待ではなく、本児の神経性習癖についての治

療を理由に一時保護を提案。同意を得る。一時保

護後、両親来所による面接を開始。両親の葛藤関

係が本児への虐待を生じさせているとの見立てに

より、両親面接を実施。1ヶ月の一時保護を経て、

家庭復帰し在宅指導。 

在宅指導中、養父の実母への暴力、被害は入院

治療が必要なほどひどく、本児及び弟の養育不能

となったため、児童養護施設へ入所措置。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

児童相談所が単独にならず、精神保健福祉セン

ターとの関わりのなかで対処。 

(6)保護者との関係 

夫婦面接の経過のなかで夫婦間の葛藤に本児を

虐待として巻き込むシステムについては解決した

が、その次の段階において夫婦間暴力が発生した。

虐待がなくなったことで、実母への直接的な暴力

となった。 

(7)他機関との関係 

児童養護施設との連絡調整、ケースの見立ての

共有化。 

 

13.事例 M 

(1)虐待の経過 

実母が家出をして、3 人の子どもの養育には限

界があるので、生活が安定するまで施設に預けた

いと相談があった。しかし、近隣の援助でしばら

く「がんばってみる」とのこと。実父、福祉事務

所にも相談(ホームヘルパーの件)。長女、長男を

伴い、一時保護所を見学。本児らは「父親が怒る

から家に帰りたくない」と泣き出す。長男、左眼

下から鼻にかけて擦過傷あり。本児らは父親に怯

えた感じであった。その時点で本児らの一時保護

を決定。 

(2)家族構成 

実父 20歳代 

実母 20歳代(突然、家出をして、失綜中) 

長女  5歳 

長男  4歳 

次男  2歳 

(3)援助過程と一時保護の状況 

一時保護を開始して、保育所から聴取すると、

以前からも育児ノイローゼで実父の虐待が疑われ

ていたとのこと。実父はますます情緒不安定にな

り、引き取りたいと申し出てくる。関係者会議の

結果、引き取りは適当ではないとして医学診断を

準備する。実父、再三の引き取り希望。本児らの

治療の必要性を強調し、話し合う。何度かの面会

の折、長女が実父の元へ帰りたいと言い、許可外

泊。結果として家庭引き取りとなり、児童福祉司

指導を決定。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

福祉事務所の福祉担当者とホームヘルパー派遣

の検討等を行った。一時保護中、解除後も実父と

親しい近隣者と母子会の方々の援助・協力を依頼

している。 

(6)保護者との関係 



実父は自分でなかなか考えがまとめられない人

で、一時保護に関しても二転三転した経過がある。

実父は情緒不安定で言動一致しないことが多くあ

り、児相の援助についても素直に受け入れられな

い時があった。 

(7)他機関との関係 

保育所から虐待の情報を得ようとしたが、園側

が、逆に虐待ということで構えてしまい、十分な

情報が得られなかった。 

 

14.事例 N 

(1)虐待の経過 

母親からの相談。養父による養育拒否、暴言に

よる心理的虐待が主訴。本児の異父弟のケースか

ら関わりがあり、このときも養父による身体的虐

待が病院からの通報により発覚し、ケース受理さ

れている。この件については警察も介入したが、

養父から誓約書をとることで解決。 

病院、警察は、母親と養父に対して相談機関で

の対応を勧告しているが、相読意欲がなく、保健

センターが中心となりネットワーク会議で報告さ

れた。本児による虐待が養父からだけでなく、実

母からもみられる可能性があることが報告された。 

養父と実母は互いに二度目の結婚で本児は母親

の連れ子。前夫は覚醒剤で逮捕、また、性格的な

理由により離婚。養父との交際中、実母は本児の

養育放棄・怠慢があり、脱水・チアノーゼの症状

を呈する生命の危機があった。養父は交際中から

本児に対して暴言を吐いており、心理的な虐待を

受けていた。 

出生時からの不適切な関わりを受けていた様子

が、本児の過食、異食、頑固、不眠、排泄、発達

の遅れ等の症状から推察される。愛着関係は形成

されているものの、在宅での適切な養育は難しい

状況。 

(2)家族構成 

養父 30歳代 

実母 20歳代 

本児  2歳(養子縁組) 

異父弟 0歳 

(3)援助過程と一時保護の状況 

生活保護のケースワーカーを通じ母親と梗点の

ある知人(母親が前夫と居住していた時からの知

人。その後、本児の母が離婚し、母子家庭の時も

本児の面倒をよくみており、本児に対する思いが

強く、また本児もなついている。)から母親に対し

て保護を促してもらい、一時保護に至る。 

母親は施設入所について消極的であり、保育所

入所が可能になる時期までの期間限定での一時保

護。退所後は地域でのフォローが必要で、再度検

討を要すると判断されている。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

医療機関、福祉事務所、保健所などとの連携に

より、一時保護前は対応した。一時保護中及び、

その後は児童相談所が中心となって連絡・調整を

行ったが、福祉事務所、保健所、保育所など地域

機関との連携をとった。 

(6)保護者との関係 

一時保護以後、実母は本児への気持ちに多少の

変化をみせているが、養父の養育態度を変化させ

ることは不可能。また、実母は一時保期間中、精

神的理由からひきこもりの様相を呈しており、養

育能力に疑いがある。母方祖父も生活保護受給、

精神分裂、養父方祖母も聴覚障害者で精神疾患を

有し親族から適切な養育を受けることが難しい。

施設入所についての同意を翻すなど保護者の説得

には時間を要した。 

(7)他機関との関係 

情報収集、日程調整など。 

 

15.事例 O 

(1)虐待の経過 

実父、兄による性的虐待。次女、四女、五女、

六女は性的虐待。六男は身体的虐待。電話による

福祉事務所への通告(H10.11.2)。その後、性的虐

待を受けた次女が警察に訴え。次女は女性センタ

ーに避難入所。児童相談所による調査につながる。

母親は父親と兄の性的虐待を知りつつ傍観。 

(2)家族構成 

両親と6男 6女の多子家族。同居は両親と7人

の子ども。 

(同居家族) 

実父    50歳代 

実母    50歳代 

兄 A    20歳代 

兄 B     20歳代 



本児(次女) 21歳 

本児(四女) 17歳 

本児(五女) 16歳 

本児(六女) 14歳 

本児(六男) 12歳 

 (3)援助過程と一時保護の状況 

4 か所の学校において、同時刻に 4人の児童に

関する一時保護について説得。全員が家庭からの

分離を承諾。保護者に対して一時保護決定通知書

を渡す。警察の協力で自宅ポストへ投函。性的虐

待の事実に相違ないことを確認した後、弁護士に

協力を依頼。親子分離を目的に強制介入。児童福

祉法第33条による一時保護を実施。次女、四女は

女性福祉相談センター(婦人相談所)、五女、六女、

六男は児童養護施設での一時保護。 

(4)法的措置の有無 

親権喪失宣告の申立て、及び親権者の職務執行

停止・職務代行者選任申立てを実施。 

10/12/ 一時保護の実施 

10/12/ 保全処分の決定 

11/1/  一時保護の解除、施設入所措置 

11/2/  後見人及び後見監督人選任の申立て 

11/4/  両親に対して親権喪失宣告の審判 

11/5/  後見人及び後見監督人の審判 

11/6/  児相で両親面接の開始 

(5)ネットワークの関係者 

児童相談所中心の対応となったが、手続き上中

心的な役割を担ったのが弁護士、家庭裁判所。福

祉事務所、学校などとも連携協力。四女は17歳で

あったが、一時保護時には18歳になるため、婦人

相談所での保護となった。最終的には、婦人相談

所から児童相談所への一時保護委託という形で、

四女を他姉妹と一緒に児童相談所の一時保護所に

入所。 

(6)保護者との関係 

一時保護開始段階で保護者が不当性を訴えたた

め、その説得に時間を要した。親権喪失により、

母親との関係を切ってしまうことに対する懸念が

ある。子どもたちは母親のことを心配しており、

母親との同居を希望しているが、母親は父親と離

れることを心配しており難しい。 

(7)他機関との関係 

児童相談所が定期的に施設入所後の児童へのカ

ウンセリングを行うには、地理的な限界があり難

しい。カウンセリングを行う医療機関や自動グル

ープのような社会資源があれば助かる。性的虐待

によるトラウマと親子分離後のケアの必要性を感

じる。 

市町村の当事者意識が希薄で、十分な連携が図

れない。親への連絡など児童相談所だけで行うに

は困難な場合もあり、市町村の当事者意識を喚起

することが必要である。また、特に性的虐待につ

いては関係機関の認識にぱらつきがあり、性的虐

待への対応は足並みがそろいにくい。理解を得る

のに時間を要した。関係機関が多数であったため、

日程調整に時間を要した。特に学校関係者への理

解を求めることが困難であった。日常、交流のあ

まりない警察や学校関係者との連絡、関係づくり

が負担であった。 

 

16.事例 P 

(1)虐待の経過 

実父は、本児が小学4年生の時より刑務所に服

役していたが、小学6年時に再び同居し始める。

実父は暴力団との関わりがあり、そこの関係がう

まくいかないと、家族に暴力を振るう。実母は何

度も母方実家に戻るが、本児は残されたままであ

った。実父による度重なる身体的暴力によって、

本児は中学1年時に家出を決意し、一時保護とな

る。 

(2)家族構成 

父  30 歳代(服役後、精神科受診中、結婚後

半分が刑務所生活) 

母  30歳代(9人きょうだいの長女。しつけに

厳しい。内科受診中) 

兄  中学 2年(親に逆らわないが、学校では不

安定) 

本児 中学 1年(小学校より不登校、家の手伝い

で早退あり) 

(3)援助過程と一時保護の状況 

一時保護後、両親に連絡するが、保護を不服と

して面会を拒否し、連日、児相に抗議の電話を入

れてくる。学校、福祉事務所の説得により話し合

いをすることになるが、本児が無断外出をしてし

まい、再度、関係が悪化する様相があるも、一旦、

帰宅させる。 

その後も、本児家出を繰り返す。非行がエスカ

レートしていく。家出、有職青年との付き合い、



テレクラ、暴言等で家裁送致になる。その後、実

父が本児を連れて一時保護を願い出てくるが、本

児は暴れて落ち着かず、家裁にて対応。少年鑑捌

所に送致。審判の結果、家庭引き取り、試験観察

が決定される。しかし、本児は再び家出を繰り返

し、家裁にも出廷せず同行状が出された。両親転

居。両親の連絡によると、再び観護措置となり、

本児は覚せい剤の使用にて逮捕される。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 

本児が自ら保護を求めてきたケースである。し

たがって、保護開始後は児童相談所が中心となり、

連携、調整を図る。学校、警察、家裁との関わり

が主であった。 

(6)保護者との関係 

当初、保護者は一時保護を納得しておらず、面

接もできなかった。連日、抗議の電話が入り、電

話の対応に気を使った。 

(7)他機関との関係 

保護開始後、本児が無断外出を繰り返したため、

その対応についての相談や実情を理解してもらう

のに苦慮した。最終的に家裁送致になったが、「少

年」「家事」の判断に時間がかかった。 

 

17.事例 Q 

(1)虐待の経過 

不法滞在をしていたフィリピン人の実母が、覚

せい剤取締法違反で逮捕。翌月強制送還となり、

本児らは実母の姪の知人が代わって養育していた

が、それ以上面倒がみられないとのこと。身体的

な体罰はなかったと思われるものの、典型的なネ

グレクトである。 

②家族構成 

実父 日本人(行方不明) 

実母 フィリピン人(不法滞在で強制送還) 

長女 6歳 

次女 3歳 

異父妹(知人のもとで養育) 

(3)援助過程と一時保護の状況 

適当な養育者がいないということで、児童相談

所での一時保護となる。フィリピンにいるという

実母の意向を早急に確認すること及び本児たちの

最善の生活環境を整えることを最優先した。まず、

本児たちの生活環境を整備するため、近隣の児童

養護施設にそろって入所する。入所手続きについ

ては、児童福祉法第28条により、家裁の許可を得

て施設入所できる旨明記されているが、親権者た

る母親の意思が確認できなかったため、知人の承

諾を得て手続きを行った。実母の意向確認につい

ては、A 事業団を通じて、フィリピン政府に調査

依頼を行った。調査の結果、実母より、本児らを

返して欲しい旨の宣誓がなされたことで、今後の

処遇の再検討を行った。本児らの送還に関しては、

送還費用は原則、本人(本児ら)負担となり、他に

工面する者がいない場合は、送還まで長期化する

ことが見込まれた。 

(4)法的措置の有無 

施設入所に関して保護者の意思確認ができない

ため、児童福祉法第28条の適用を行い、知人の承

諾を得て施設入所する。 

(5)ネットワークの関係者 

児童相談所を中心に、連絡・調整・連携を行っ

ていたが、特に外国にいる実母との連絡を図るた

め、A事業団との関わりが深かった。 

(6)保護者との関係 

外国にいる実母との関わりを持たなくてはなら

ず、日本との文化的な考え方の違いが浮き彫りに

なった。 

(7)他機関との関係 

連携をとった機関の立場の相違があり、法律上

の処遇と現実の妥当性が異なっていた。児童福祉

審議会処遇検討部会に事例を提出し、検討しても

らった。しかし、委員会開催と早急な援助とが必

ずしも一致していなかった。 

 

18.事例 R 

(1)虐待の経過 

本児妹の発熱、脱水症状による緊急入院により、

虐待の疑いありとの病院からの通報。父母との面

接機会をもったことから関わりが開始。児童相談

所からの働きかけで妹については乳児院に措置し

たが、本児の場合もネグレクトが疑われたため、

保健所を中心に働きかけたが、家賃滞納、異臭が

する、家に入れない等の状況となり、本児の安全

確保のための一時保護のための立入調査を実施す

ることとなった。 

父母とも知的に遅れが認められる(手帳なし)。



本児にも知的遅れが認められる。また、本児は「棒

でぶたれた、ママ怖い」と言っており、身体的虐

待も疑われていた。 

(2)家族構成 

実父 30歳代 

実母 30歳代 

本児  4歳 

妹   2歳(乳児院措置中) 

(3)援助過程と一時保護の状況 

立入調査による一時保護の実施。児童福祉司が

訪問しても、父母が本児との面会を拒否。訪問し

ても物音一つせず、家内は不潔、ゴミの山で本児

の安否が気遣われたため、立入調査を実施。何度

も本児との面会を希望していたが、家庭訪問によ

っても拒否されたため、立入調査による一時保護

を検討し、実施。 

(4)法的措置の有無 

児童福祉法第28条。施設入所承認の審判。 

(5)ネットワークの関係者 

児童相談所を中心とした連携・調整。そのほか、

医療機関(病院)、保健所、主任児童委員との協力。

児相の嘱託弁護士、生活保護のケースワーカーと

の連携も重要だった。 

(6)保護者との関係 

子どもを無理やり保護された等と親との対立関

係になりかけたが、説得によって沈静化した。訪

問や面接、待合せの時間が守られず、ドアを開け

ないなどが頻繁にあり、面会が困難であった。 

申立てから承認までの間に父母は児童相談所の

援助で生活保護が開始されたが、家賃の長期滞納

により立ち退き強制執行が行われ、住居を失い、

新しい住居が生活保護により確保できたが、その

時点で協議離婚したものの、再び同居している。

家庭復帰は当分見込めない状態。 

(7)他機関との関係 

妹の件についての通告は病院のMSWからであっ

たが、虐待についての緊急意識が低く、また医者

を説得できない等の問題がある。病院、保健所と

の連携に問題があった。また、事前に警察との調

整はしていたが、立入調査当日には他用件により

警察の同行はなかった。立入調査後20分後に110

番通報。地域の主任児童委員や民政児童委員への

説明や気遣いが必要だった。 

 

19.事例 S 

(1)虐待の経過 

実父は本児が抱かれると嫌がって泣いてばかり

いるため、洋服ダンスに入れたり、放り投げたり

していた。実父は覚せい剤をやっているためイラ

イラして、殺してしまいかねなかった。以前から

も、本児が泣くため、本児の目や口をガムテープ

で封じ、布団蒸しにしたりしていたが、実母や母

方祖母は庇いきれない状態であった。 

(2)家族構成 

実父 30歳代(覚せい剤により3回服役) 

実母 30 歳代(シンナー、不純異性交友、覚せ

い剤使用。20歳の時、未婚で出生。) 

異父姉 8 歳(母方祖母が面倒をみていたが、そ

の後、他の児相より児童養護施設に措置) 

異父姉 7 歳(姉とは違う男性との間の子。実母

が覚せい剤容疑で逮捕された際、姉と同児相より

乳児院措置) 

本児  1歳 

妹(実母逃亡中に妊娠・出産・乳児院措置) 

(3)援助過程と一時保護の状況 

実父が実母と本児を連れ転々としていた時、た

またま、当所管内の父方実家を訪れた際、父方祖

母より当所に相談がなされた。実母や母方祖母は

庇いきれない状態であった。実父が、所属してい

た暴力団の金と自動車を窃取し、実母と本児を連

れて一時行方不明になり、本児の安否を気遣う。

再び祖母宅に現われた際、実母・祖母が本児の安

全を守れないとの判断から、実母が不在のところ

で、実母の同意なく児童福祉法第33条により、乳

児院に委託一時保護した。その後、母親の意向を

以前から関わりのあった児相を通して確認し、入

所措置をとった。しばらくして、実父・実母は住

所不定となり、覚せい剤不法所持、密売にて実刑

判決を受けている。実母は逃亡しており、連絡が

とれるようになって本児の妹の出産がわかる。妹

は乳児院に措置する。本児、2 歳となって児童養

護施設に措置変更する。今後、実母の養育状況が

変わる見通しは少ないが、里親委託の提示と引き

取りに関しては、今後母親の生活態度の改善状況

を見守って判断することにする。 

(4)法的措置の有無 

特になし 

(5)ネットワークの関係者 



児童相談所が中心になって、一時保護前は医療

機関との関わりが中心であり、その後は乳児院等

の関わりが最も密接であった。 

(6)保護者との関係 

実父母からの強引な引き取り要求が繰り返され

ることに備え、児童福祉法第 28条の申立て準備の

一つとして、父方祖母に家裁への陳述書を用意し

て援助したことが非常に時間を要した。実母が行

方不明になっていた時に、文書による同意書の提

出が困難になり、里親委託にしても検討が困難で

あった。父方祖母から随時、実父母の状況が連絡

されてきたが、祖母の情報の信憑性を疑わざるを

得ないこともあった。実父が不法行為に関わって

いる以上、児相としては分離の方向で検討しなけ

ればならなかった。 

(7)他機関との関係 

すでに本児の異父姉たちを施設に措置している 

児童相談所とはある程度関係ができており、本児

の処遇に関して当所が関わったため、実母が当所

の関わり方について前児相との比較をしていたと

ころがあり、それに児相同士が巻き込まれた感が

ある。 

 

20.事例 T 

(1)虐待の経過 

病院より民間虐待防止団体に相談が入り、虐待

が疑われると通告があり、当所との関わりが開始

された。本児(弟)が大腿骨骨折、顔面皮下出血等

で2回、入院歴があった。その後の調査で、以前

にも3回入院歴があったことが判明した。その後、

本児(姉)が大腿骨骨折で入院したとの通報があり、

親の原因説明に不信な点あり。姉が入院中に弟が

保育所に入園するが、弟の首筋に痣があると通報

があり、保育所に事情を聴取する。しかし、児相

の方針(本児らの一時保護)が十分理解されず、協

力が十分得られず、児童福祉司の訪問指導となる。

その後も姉が顔面打撲・皮下出血等で再受診して

いたことがわかり、弟も顎部から胸部まで化膿し

て重篤な状態であった。しかし、実父は事実を認

めず、「長男の入院付き添いのために、長女を保育

所に入園させたい」と言う。弟については、退院

後、一時保護を決定した。 

(2)家族構成 

実父 20歳代(母子生活支援施設入所歴あり) 

実母 20歳代 

長女  3歳 

長男  2歳 

(3)援助過程と一時保護の状況 

長女が入院中、面接指導を継続し、長女に対す

る関わりについて指導を行った。実父は家事を手

伝ったり、朝食の準備をしてくれたりしていた。

しかし、長女は保育所でパニックに陥ったり、落

ち着かない行動が目立ち、長女の一時保護も処遇

会議で検討された。その際、姉弟の同時保護と家

庭裁判所へ法第 28 条の申立て準備を行うことを

決定した。そこで、児童福祉専門員の弁護士と協

議し、当所は保育所、病院の協力を得て、長男の

退院にあわせて長男を児童養護施設へ一時保護委

託し、長女を一時保護所に入所させた。 

一連の措置に対する同意を実父から得るため、

警察署員同行のうえ家庭訪問したが、長女の保護

には同意できないと拒否したため、第28条の申立

ての説明と同意書を手渡した。実父は虐待の事実

を認めなかったが、実母と母方祖母が同意書を持

参した。その後、父母は別居し双方が当所を訪れ、

父親は、かつて自分が母子生活支援施設でどのよ

うな状況であったかを語り始め、変化が生じてき

た。長女を一時保護から長男と同じ施設に措置決

定した。一時保護により、長女は心身ともに著し

い成長を遂げ、実母もそれを喜んだ。結局、父母

は離婚し、実母は定期的に施設の面会に通い、2

度の試験帰省の後、家庭復帰させ措置解除した。

解除後も家庭訪問等継続指導を実施している。 

(4)法的措置の有無 

結局、手続きはとらなかったが弁護士と相談し、

実父に法的措置の説明は行った。 

(5)ネットワークの関係者 

児童相談所を中心にして本児の入院していた病

院との連携、一時保護中は、保育所、児童養護施

設との関わりが主であった。 

(6)保護者との関係 

弟の入院中に実母がずっと付き添っていたため、

児童福祉司が病院訪問を重ね面接を実施した。担

当者が途中変更になり、引継ぎがうまくいかずケ

ースに対する援助が途切れてしまった時があった。

保護者の同意を得られなかったため、強制引き取

りが心配された。 

(7)他機関との関係 



家裁の申立てを準備していたため、書類作成に

時間を費やした。病院との連携のなかで、協力的

な病院とそうではない病院があった。警察も、虐

待をしてしまった保護者への取り調べが一貫して

いなかった。 

 

D.考察 

 

事例分析及びヒアリング結果から児童相談所に

おける被虐待児童援助をめぐる実態と課題を整理

すると、以下のことが指摘できる。 

 

1.他機関・他職種とのネットワーク 

他機関とのネットワークの形態について、一時

保護以前の時点では、児童相談所が中心となって

援助したのは 8事例、児童相談所が単独で中心と

ならず他機関と共同した事例が7事例とおおむね

二分されており、関係機関は「医療機関」と「学

校」が多かった。一時保護中の関係機関とのネッ

トワーク形態については、児童相談所を中心とし

た事例が15件、児童相談所が単独で中心とならず

他機関と共同した事例が5件で、多くは児童相談

所が事例検討会の開催調整から実際の対応までほ

とんど行っている状況であった。しかし、民生児

童委員や近隣の知人など身近なキーパーソンが存

在し、うまく行捨扮担できた事例もあった。また

病院、学校などの関係機関においては、当初意思

疎通がうまくいかない場合があっても、協力への

説明を重ねることで連携がとれるようになったケ

ースもみられた。一時保護後は、児童相談所を中

心として、連絡・調整・連携を行った事例が 14

事例で、関係機関の多くは児童養護施設であった。 

他機関・他職種とのネットワークに関しては、

機能的な側面がある一方、関係者間の処遇方針や

事実認識の違いで意思疎通が難しくなったり、新

たなトラブルや過度のプレッシャーがかかる逆機

能も発生してしまう場合があることも、ヒアリン

グを通じて確認できた。 

 

2.保護者との関係 

保護者への対応の過程では、保護者側の立場と

児童の立場で職員の役割分担を意図的に行ったり、

保護者の悩みを受容的に傾聴することで保護の同

意取り付けに導くなど、有効な関わり方法をとっ

て成功している事例があった。一方、処遇の始め

から担当者が保護者に対し、「虐待である」と明確

に宣言する場合としない場合の両方がみられた。 

いずれにせよ、調査や面接に協力的でない場合、

相談所にへの来所の約束の取り付けと実行に関し、

時間をとられている現状が確認できた。 

 

3.所内体制とスーパービジョン 

児童相談所内部におけるケース担当制について

は、児童虐待に限らすほとんどの児相で地域や種

別担当制を実施している。したがって、そのケー

スの担当になった児童福祉司が一貫して関わるこ

とになる。それはある面、ケースに対する責任性

において明確であり、ケースとの関係をつくって

いくうえでもメリットがあると考えられる。しか

し、反面、担当者がそのケースを抱えこまざる得

ない状況に至った場合、その責任性を内部で問わ

れることになりがちで、そのケースの結果が担当

者の「責任」とみなされてしまう傾向も指摘され

る。そこで、今回の調査から所内の役割分担がど

の程度、確立できているかをを検証してみる。 

本調査では、取り上げた事例の「通告から直近

の一時保護以前の関わり」と「一時保護開始から

施設入所までの関わり」を時系列に従って、中心

的な「関わり職種」として記録していただいた。

当然の結果として、中心的な関わりを果たしたの

は児童福祉司であり、特に一時保護以前には児童

福祉司が頻繁にケースと関わりをもっている。所

内において、児童福祉司が中心となって相談員、

心理判定員と連携をとりながらケースに対応して

いることが読み取れる。 

しかし、ケース援助の初期段階で、児童福祉司

とともに多職種が複数で関わっている特徴的な記

録が2ケースあった。一つは、訪問指導の段階か

ら児童福祉司と相談員が組んでケースに関わって

いる場合であり、もう一つは、頻繁に相談員、所

長、副所長等と連携を図り、ケース援助を行って

いると思われるものである。また、ほとんどの児

童相談所で所内ケース検討会議が早期に持たれて

おり、このことは、初期段階の方針確認、所内職

員の共通理解と役割認識を図るため重要なことで

あると考えられる。 

続けて、児童相談所におけるスーパービジョン

資源の有無については、特徴的な体制については



記録されていなかったが、1 ヶ所の児相で、児童

福祉専門員が弁護士であり、家庭裁判所の申立て

にあたり、非常に有用な助言をもらえたとの報告

がされていた。 

聞き取り調査からも困難事例としての児童虐待

ケースを担当した児童福祉司の苦悩、葛藤が語ら

れる場面に多く遭遇した。昼夜、休日を問わず担

当者が真剣にケースと向かい合っている状況が伝

わってくる反面、担当者が「抱え」ざるを得ない

状況が通常であると感じられた。ある担当者は、

新人の児童福祉司に援助・協力してあげようとし

ても、自分の担当のケースだけでも手一杯の状態

だと語っていた。 

また、人事配置の問題として、所長、次長、主

任児童福祉司のラインが専門職として異動してお

らず、本来ならばスーパーバイズの機能を果たす

べきポストが確保できていないという指摘もなさ

れた。なお、外部のスーパービジョン資源の有無

と実施に関しては、ばらつきがみられた。 

 

4.児童福祉司、担当者としての負担(聴き取り児相

20ヶ所中) 

聞き取り調査をもとに担当者が負担と感じる内

容を項目としてまとめると、以下のようになる。 

(1)親との関わりに関して 

(ア)時間的負担 

・保護者への一時保護等の説得(10件) 

・法的手続きのための準備(1件) 

・休日出勤等(1件) 

・保護者の捜索(1件) 

(イ)心理的負担 

・保護者の虐待認識の欠如(6件) 

・引取り要求もしくは脅し(4件) 

・保護者の不安(2件) 

・保護者の疾病(1件) 

(2)関係機関との関わりに関して 

(ア)時間的負担 

・他機関(学校)に対する援助(3件) 

・情報収集(3件) 

(イ)心理的負担 

・機関同士の共通理解(6件) 

・関係者会議の開催(3件) 

 

まず、(1)でも明らかなように、担当者は、保護

者に対する説得に、時間的にも、心理的にも多く

の負担感を感じている。特に双方を関連付けて考

察すると、ほとんどの保護者に虐待の認識がなく、

児童相談所の働きかけの段階で一時保護の説得等

に応じず、面接を拒否したり、入所を拒んだりす

る状況が推察できる。つまり、担当者はケースに

関わる初期の段階で最も時間を費やし、心理的に

も負担を抱えながら保護者に接していることが明

らかになった。内容的には、保護者との面接や電

話連絡が主で、訪問の拒否や呼び出しに応じない

等、関係付けが出きるまでの抵抗がかなり報告さ

れている。 

その次に時間的負担では示されなかったが、心

理的負担として、一時保護中の保護者の強引な引

き取りや脅しが挙げられる。ようやく児童が一時

保護所に入所できたとしても、保護者の強引な引

き取りに抗する有効な手立ては現段階ではほとん

どなく、今回の聞き取り調査でも、強制引き取り

の事例が報告されている。これは法的措置、特に

児童福祉法第 28 条申立ての有無や準備との関連

で、緊急的な対応と時間的制約のなかで常に判断

が迫られていると考えられる。 

また、(2)で明らかなように、関係機関との関係

のなかで時間的負担となっているのが、第一に機

関援助となっている。これは、学校との関係にお

いてみられ、虐待という事実が明確になるにした

がって学級担任や学校自体が不安を抱くようにな

り、児童相談所に援助を求めてきたということで

ある。以前は虐待の認識や虐待防止ネットワーク

のなかに、学校がなかなか加われない状況があっ

たが、最近、養護教諭・スクールカウンセラー等

が積極的に関わりを持ち始めている。したがって、

報告のような状況は、学校自体が虐待の発見の場

であり、その対応についてもネットワークの重要

な手露偽担う方向で、理解を求めていく必要性を

提示している。 

次に心理的負担として、関係機関の共通理解を

図ることが挙げられている。その機関としては、

学校、保育所、家庭裁判所、警察、福祉事務所、

病院、児童相談所となっている。このことは、関

係機関の援助・協力を得る段階で、関係機関同士

で「虐待」に対する認識が必ずしも一致している

訳ではなく、情報の共有や役割認識の難しさを示

している。 



そのため、具体的な関係者会議の開催において

も、コーディネート機能を求められる児童相談所

が最も負担感を感じることとなると考えられる。 

その他の意見として、機関連携自体が全くでき

なかったという報告もあり、虐待の認識やネット

ワーク構築には程遠いという意見も聞かれた。 

 

5.制度面の課題 

制度面の課題として、まずどのような障害や困

難があるか、特徴的な意見として挙げられたもの

を例示する。第一に、人事異動等が頻繁に行われ、

マンパワー面で児童相談所自体が弱体化している。

児童福祉法第 28 条等の申立てについて家庭裁判

所との連携に手間取る。ケースが急増しているが

人員増が望めない。予算的な面で削減され新規事

業が実施できない等の指摘があった。 

そのような状況で、今後の課題として、機構面

では弁護士、児童精神科医等の専門職が児童相談

所のスタッフとして組み入れられること、児童虐

待に対する専門的な援助技術の習得や現任訓練、

研修システム等の確立と保障が挙げられていた。

次に、保護者に対する虐待の認識と対抗措置を図

る機能とケースワーク機能の分離が指摘された。

すなわち、保護者に対し関係を維持しながら、同

一機関が保護者に対持して法的措置を取らなけれ

ばならないことの矛盾を指摘する見解であり、こ

れまで築いた保護者との関係を悪化させ、児童に

不利益を与えてしまう事態を懸念するものであっ

た。 

次に法制面では、これもかねてから指摘されて

きたことであるが、児童福祉法第28条、第33条

の 6の申立てによる対抗措置が、緊急に対応しな

ければならない状況において十分な制度とはいえ

ず、仮に一時保護、施設措置ができた場合であっ

ても、保護者の強行な引き取りには事実上対抗し

えないとする指摘があった。今後、児童虐待防止

立法の検討が図られるとするならば、この部分の

児童相談所等の権限強化が具体的に明記されるこ

とを望みたい。 

そのような状況で、特筆すべき取り組みをして

いる児童相談所もありた。県の補助事業であり、

県下の児童相談所を中心に児童虐待ネットワーク

を組織するものである。各所ごとにさまざまな領

域(福祉、教育、医療、保健、司法等)の代表者に

よってネットワークが構成され、事例検討を通し

て共通理解を図っていた。また、その経験を通じ

て『防止マニュアル』や『ケアマニュアル』が作

成され、関係機関に配布されていた。今後、こう

した地域性を反映したネットワークが展開されて

いくことを望むとともに、各地域で広がってきて

いる民間ネットワークとの協力・活用が円滑に行

われることも必要である。 

なお、制度面での課題として、保護者が調査・

指導に任意で対応している状況では効力に欠ける

ことから、児童相談所の権限の強化や、保護後の

子どもと親へのケア機関の充実、家庭裁判所や警

察をより積極的に有効活用ができる制度改革を望

む声も多く出されていた。 

 

6.虐待対応の資源への評価と活用 

虐待事例への対応に関連して、平成12年度予算

に新しく盛り込まれている施策と児童福祉審議会

に関し、その評価と活用について聞いた。 

(1)児童虐待防止市町村ネットワーク(平成 12 年

度新規国庫補助事業)について 

市町村レベルでの取り組みの推進として歓迎す

べきとの意見が大勢を占めたが、多くの関係機関

をどこが中心となってまとめていくのか、市町村

での協議会と児童相談所との情報ルートや役割分

担はどうするのか、といった点についてさらに検

討が必要ではないかとの指摘があった。また、介

護保険などの業務が本格的に始まるなかでどれだ

け実際に運営できるか疑問視する意見もあった。 

一方、警察の協力を得ることについては市町村

ネットワークのモデル提示は有効であろうとの意

見も複数あった。 

(2)児童虐待対応協力員(平成 12 年度新規国庫補

助事業)について 

現在、児童相談所経験者などが協力員の候補の

一つとして想定されていることに関し、年輩の方

に激務である虐待事例をお願いするのは難しいの

ではないかとの声が多く聞かれた。実際に外に出

て動き回れる人材を希望する意見も多い一方、非

常勤の身分でどこまで業務を委託できるか疑問視

する意見もあった。いずれにせよ、人員が増える

ことについては歓迎すべきことであるという認識

がある一方で、非常勤ではなく正規の職員の増員

を求める声が多かった。 



(3)児童福祉審議会について 

児童福祉審議会の活用については、大きく分け

て、「保護者の説得に有効である」という意見と「答

申まで時間がかかる点が課題」とする意見があっ

た。児童相談所の処遇方針の第三者のチェックと

妥当性を付与する機能を評価する一方で、「諮問し

た処遇案と違う方針を出され混乱した」、「展開の

早い事例の場合、状況の変化に対応できない」と

の意見もあった。 

 

まとめ～児童相談所職員の職務の現状と機関連

携の課題～ 

本研究の一つの目的が機関ネットワークの形態

とその内容を明らかにすることであったが、現状

では、一時保護以前から一時保護後まで一貫して

多様な機関が緊密な連携をとりながら対応してい

る事例は少なかった。多くは児童相談所単独で中

心となり、少数の他機関が「連携」までいかない、

「連絡」「情報収集」のレベルで協力しているにと

どまっているようである。 

これは、機関連携を図ろうとするとき、微妙に

その捉え方の違いがあることが一つの要因で、そ

れぞれの機関の機能が意外と理解できていなかっ

たりして、誤解をしてしまったり、疑心暗鬼にな

ってしまったりすることが聞き取り調査の結果か

ら浮き彫りになった。問題が発生した時のみの連

携ではなく、日常的・継続的なネットワークづく

りと担当者同士の信頼関係づくりが大切であるこ

とが示唆された。 

また、聞き取り調査では、相談件数が増えてい

く現状において、マンパワーが不足していること

が多く指摘された。児相は直接処遇機関であると

ともに、今後は、社会資源の活用や円滑な機関連

携自体を支援するコーディネート機能が求められ

ていくと考えられるが、現状の職員配置では、事

例の絶対数の多さの前に時間不足や負担感が増大

していることが感じられた。 

今後は児相だけがすべてを担っていくのではな

く、児相を強化しつつ、同時に他機関との役割分

担を明確に行っていくことが必要である。それに

は、相互の機関の役割理解と虐待事例に関する認

識の共有化が不可欠である。警察との人事交流を

促進した方がよいのではないかとの意見があった

が、こういった異職種の交流も地域の社会資源が

連携していく際に大きな力となると思われる。 

また、我が国では、今後、特に対応が遅れてい

るアフターケアに関わる専門機関・専門職の人材

養成が必要と考えられる。たとえば、虐待を受け

た児童や虐待をしてしまった保護者の心理的なケ

アや自助グループの支援等の整備が求められる。

保護者の心理的ケアは、一部を除き、家庭裁判所

によるケア受講命令等の法的措置がなければ実効

的でないとの意見も複数聞かれた。相談件数が増

加している現在、児童相談所の職員が疲弊して終

わるのではなく、これを契機に、法的な整備を含

めた包括的な虐待対応システムの検討が迫られて

いる。同時に地域レベルでの日常的な人的つなが

りやネットワークの整備を進めていくことが、実

際の事例の対応を左右する重要な点であることも

明らかになった。 

なお、次年度は、ヒアリング結果をさらにまと

めることと、関わりの時系列記述の結果を分析し

類型化を試み、専門職の関わりと関係機関連携の

実情について詳細な分析・考察を進める予定であ

る。 

































結語 

 

1.児童相談所の苦悩 

本研究は、児童相談所における被虐待児童処遇

の実態、特に専門職員の関わり及び関係機関との

ネットワークの形成に焦点を当てつつ、実態調査、

事例調査、ヒアリング調査等を通じて明らかにす

るとともに、効果的な援助のあり方について考

察・提言することを目的とする3か年継続研究で

ある。 

2年度目に当たる今年度は、平成10年度に実施

した全国児童相談所を対象とする実態調査(所票

調査:厚生省と共同実施。)及び事例調査(個票調

査)の詳細な分析を行うとともに、今年度に実施し

た被虐待児童事例に対する児童相談所の関わりに

関する質問紙及びヒアリング調査結果の概要にり

いて報告し、児童相談所における被虐待児童への

援助の実情や課題について詳細な把握を行った。3

研究から明らかになったことは、以下のとおりで

ある。 

まず、「研究 1:児童相談所における児童虐待へ

の取り組みの実態」においては、通告義務等に関

する広報啓発活動、迅速な立入調査に向けた事務

手続きの改善、初期介入における迅速な機関決定

とチーム対応、夜間・休日における一時保護所で

の児童の受入れ等については、おおむね適切な対

応がなされていると考えられる一方で、施設入所

措置後における施設からの報告聴取や施設への定

期的訪問、他機関との定例的な会議の開催状況等

については低調であること、強制引取り事例が少

なくないこと、家庭引取り後のフォローアップが

不十分であることなど、いくつかの課題を残して

いることが明らかとなった。 

また、自由記述においては、他機関との連携や

地域におけるネットワーク構築の必要性を指摘す

る意見や、法的対応において申立てから決定まで

の期間の短縮化を求める意見、スタッフの充実等

児童相談所の体制強化を求める意見、児童相談所

と司法機関における機能の分離や親権制限、ケア

受講命令制度の導入等、抜本的な法整備を求める

意見などが多く提起されており、運用、法制度の

両面において検討すべき課題の多いことが改めて

示唆される結果であった。 

次いで、「研究 2:児童相談所における被虐待児

童処遇のあり方について～事例調査を通じて～」

においては、一時保護を行った児童虐待事例の 7

割以上が、「般的な他事例と比較して困難であると

認識されたが、一時保護経験を含む児童相談所と

の関わりが長期的に繰り返されている実態や、保

護者への援助の拒否、施設措置への同意取得の困

難、施設への強引な引き取り要求、児童相談所・

施設に非協力的、保護者が虐待の事実を認めない

等、保護者への対応の難しさがケース処遇を困難

にしている要因であることが示唆された。 

また、専門職員の関わり、関係機関・施設との

連携、所内のチームワークの形成についても、「保

護者への援助等に対する拒否」の有無が大きく影

響していることが明らかになった。担当職員は、

「保護者への援助等に対する拒否があった」場合、

多くはひとりで援助していくことに困難を感じ、

専門職員の関わり、関係機関・施設との連携、所

内のチームワークの形成を求めていたことが示唆

された。 

これらの結果、被虐待児童事例は他の事例に比

べて困難と認識されている割合が高く、それは主

として「保護者の拒否」によるところが大きいこ

とがいえる。また、援助業務に携わる職員そのも

のも多くの援助を必要としていることが示唆され、

保護者の拒否に対応する制度的担保とともに、児

童相談所内部のチームワーク、応援体制及び関係

機関とのネットワーク体制の整備が必要と考えら

れた。 

最後に、「研究 3:児童相談所における被虐待児

童処遇のあり方について～処遇困難事例に関する

質問紙及びヒアリング調査を通じて～」において

は、以下の点が確認された。 

(1)他機関とのネットワーク形成については機能

的な面があり、成功すれば効果を発揮するが、一

方で、関係者間の処遇方針や事実認識の違いによ

り意思疎通が困難になったり、トラブルや過度の

プレッシャーがかかる逆機能も発生しがちであり、

多くは児童相談所が中心となって関係する最少限

の機関と連携をとりつつ援助を行っている実態で

あった。 

(2)保護者との関係においては、保護者が調査や面

接に協力的でない場合、担当者の時間的・心理的

負担が大きいことが確認できた。 

(3)担当者をサポートする所内体制とスーパービ

ジョンに関しては、所内で担当者をサポートする

体制や複数体制ができている事例がある一方、児



童福祉司が中心となって相談員や心理判定員と連

携をとりつつ対応している場合がほとんどであり、

特に担当の児童福祉司が事例を抱え込まざるを得

ない状況のなかで苦悩、葛藤を抱えている事例が

多くみられた。 

(4)担当者は、いずれの事例でも、時間的・心理的

負担を感じており、時間的負担感としては、人員

の絶対数の不足からくる担当ケースの多さに加え、

関係機関との連絡調整に多くの時間を費やしてい

る。また、原則は複数担当制であっても、実際に

は担当者のみがケースに対応している場合も多く、

事例によっては、所内での相談が、システム上存

在しても活用できていない場合もあった。心理的

負担感としては、保護者の同意取り付けや引き取

り要求への対応の過程でストレスを受けている状

況であり、休日・夜間の対応も必要となる虐待事

例の特性からも負担感が生じていることが確認で

きた。 

(5)最後に制度面での課題として、保護者が調査・

指導に任意で対応している状況では効力に欠ける

ことから、児童相談所の権限の法的整備や、児童

相談所のみで対応するのは無理であるとして、保

護後の子どもと親へのケア機関の充実、家庭裁判

所や警察をより積極的に有効活用ができる制度改

革を望む声が多く出された。 

 

2.児童ソーシャルワーカーの宿命と制度的支援 

以上のように、いずれの調査も、児童相談所及

び個々の職員が、多くの困難と時間的・心理的負

担を背負いつつ、児童虐待事例に対して援助を行

っている実情を浮かび上がらせている。また、困

難や負担を軽減するための制度面、運用面の両方

にわたる改善事項も多く指摘されている。これら

を含め、今年度研究においては、児童相談所にお

ける児童虐待対応の実際と課題について多面的に

浮かび上がらせることができた。 

最終年度は、今年度調査について更に詳細な分

析を進めるとともに、これらの3調査を統合し、

先行研究や他の研究成果も踏まえつつ、児童相談

所における被虐待児童処遇のあり方について総合

的考察・提言を行うこととしている。 

児童ソーシャルワーカーは、子の権利と親の権

利という両側の谷の間の細い尾根道を縦走する登

山家にも例えられる。親の権利を尊重し家庭に対

する介入が手緩いと児童の権利侵害・生命の危険

を招き、反対に子の権利を尊重した家庭への過度

の介入は親の権利の侵害をもたらす。その間を歩

む児童ソーシャルワーカーの苦労や葛藤、負担は

計り知れない。それは、児童の福祉に携わる児童

ソーシャルワーカーの宿命ともいえる。 

しかし、専門職としての宿命であるからといっ

て、現状のままで良いわけではない。現状は、こ

の権利と親の権利の間の尾根道は著しく細く、ま

た、整備されていない。このため、児童ソーシャ

ルワーカーは縦走に大きな困難を感じている。尾

根道を拡充し整備することが必要である。尾根の

縦走が宿命であるにせよ、児童ソーシャルワーカ

ーが専門職としてその職務を全うできるよう、制

度的支援が図られなければならない。それが行政

の責任である。と同時に、ソーシャルワーカー自

身も、尾根道を縦走する技術をさらに磨かねばな

らない。児童虐待に対する制度研究と臨床研究が

求められている。 

最後に、お忙しいなかにあって、煩雑な調査票

の記入にご協力をいただいた全国の児童相談所の

先生方、特に、今年度の調査において、児童記録

票をたどりつつ時系列関わり票その他の膨大な調

査票の記入及び面倒な聴き取り調査にご協力いた

だいた全国 20 か所の児童相談所の事例担当者の

方々に、心から感謝申し上げる。児童虐待への対

応をめぐって児童福祉法等の改正が論議されるな

か、本研究において浮かび上がった児童相談所職

員の労苦が報われる改正がなされることを願って

いる。 

 

附記:本研究はすべて分担研究者及び協力研究者 

全員の共同研究として実施したが、研究班内の

役割上、「研究1」は才村、尾木が、「研究 2」は、

村田、尾木、松原が、「研究3」は中谷、小木曾が

それぞれ主として報告書執筆を担当し、柏女が全

体を統括した。したがって、本報告の全体的な責

任は、柏女にあることを附記しておきたい。 
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